
１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

463,000円 平成28年度 463,000円

40,000円

0円

503,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

他市も同様に負担している。

積算根拠（交付金額）

交付金額（事務費込）④

昭和53年度 36年

岡山県防災行政無線局の管理及び運用に関する協定書

事業の概要

岡山県危機管理課

②事業推進団体

交付金額の計算
事務局事務人工数から計算

交付事務人工数から計算

平成29年度交付予定金額①

1

③事業費補助

各種負担金（岡山県防災情報ネットワーク高度化事業保守管理事業）

岡山県防災情報ネットワーク高度化事業保守点検業務に係る経費を負担する。

①安心安全分野

岡山県防災情報ネットワーク高度化事業保守管理負担金

危機管理課

負担金分析シート

費用・効果の評価

終期の設定

財源確保の見通し

類似他補助制度の有
無

同類補助金などの他
市の状況

岡山県防災行政無線の保守点検業務費であり、費用対効果は十分あると考える。

県下共通システムの保守点検負担であり、終期の設定は困難と考える。

一般財源による対応。

なし

根拠規程等

「岡山県防災行政無線局の管理及び運用に関する協定書」及び「岡山県防災行政
無線市町村局の管理運用経費に関する覚書」に基づき、負担するもの。

事務局事務費換算③

交付事務費換算②

交付目的
防災時における県と市との迅速・的確な通信連絡手段を確保するため整備してい
る岡山県防災行政無線を適切に維持管理することを目的とする。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

8,100,000円 平成28年度 8,025,000円

200,000円

200,000円

8,500,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 消防団員の福祉共済に必要であり、終期を設定するのは不適と思われる。

費用・効果の評価 費用対効果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

他市も同様に負担しているもの。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
消防団員数2,700人分。
単価：3,000円で平成29年予算を計上

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 真庭市消防団条例

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
消防団員が死亡、障害または入院した場合、その家族の生活を守る等、消防団員
の福祉の増進を図ることを目的とする。

負担金分析シート

2 危機管理課

消防団員福祉共済制度掛金

非常備消防経常管理費（消防団員福祉共済制度事業）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要 消防団員に対する福祉共済制度の掛け金を負担する。

公益財団法人日本消防協会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

53,760,000円 平成28年度 53,760,000円

120,000円

0円

53,880,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
消防団員への退職報奨金の支給は国からの指導もあり、終期を設定するのは不適
と思われる。

費用・効果の評価 費用対効果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

他市も同様に負担しているもの。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）消防団員数2,800人×19,200円。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等
消防組織法　第25条
真庭市消防団条例　第14条
岡山県市町村総合事務組合の運営に関する条例　第155条

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
退職した消防団員の多年の労苦に報いるため、組合が支給する功労金としての金
銭給付することを目的とする。

負担金分析シート

3 危機管理課

消防団員退職報償金

非常備消防経常管理費（消防団員退職報奨金事業）

⑤法令等義務的補助 ①安心安全分野

事業の概要
退職した消防団員への退職褒賞金を負担する。階級と勤続年数による。（例）団
員で5年以上10年未満は、200,000円。

岡山県市町村総合事務組合

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

240,000円 平成28年度 240,000円

200,000円

0円

440,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 地域防災力を高めるために必要であり、終期を設定するのは不適と思われる。

費用・効果の評価 費用対効果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

不明

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）80,000円×3チーム。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 岡山県消防操法訓練大会実施要綱

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
消防操作の基本動作の習得度・修練度を競う大会を県下で実施することにより、
消防団員が、消防技術を向上させ、地域防災力を高めることを目的とする。

負担金分析シート

4 危機管理課

県操法大会参加負担金

操法訓練事業

①団体運営補助　 ①安心安全分野

事業の概要
消防の基本動作、操作方法を身につける消防操法の熟練度を、各市町村の消防団
が競い合う県大会出場に係る運営費等を負担する。

真庭市消防団（県操法大会出場部）

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

350,000円 平成28年度 0円

400,000円

0円

750,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 地域防災力を高めるために必要であり、終期を設定するのは不適と思われる。

費用・効果の評価 費用対効果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

不明

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）50,000円×７方面隊。

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭圏域消防操法訓練大会実行委員会規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
消防操作の基本動作の習得度・修練度を競う大会を真庭圏域で実施することによ
り、消防団員が、消防技術を向上させ、ひいては地域防災力を高めることを目的
とする。

負担金分析シート

5 危機管理課

圏域操法大会参加負担金

操法訓練事業（圏域操法大会）

①団体運営補助 ①安心安全分野

事業の概要 圏域大会の出場チームの参加費を負担する。(隔年開催)

真庭市消防団（大会出場部）

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

61,000円 平成28年度 61,000円

80,000円

0円

141,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
美作圏域の消防相互の融和が図られ、費用対効果は十分あると考えることから、
終期の設定は困難と考える。

費用・効果の評価
美作圏域の消防相互の融和を図り、情報交換、研修会・訓練会等を開催している
ため、費用対効果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

真庭市　55,000円、　津山市　46,000円、　美作市　43,000円、　鏡野町
22,000円、　美咲町　22,000円、　勝央町　12,000円
奈義町　12,000円、久米南町　10,000円、西粟倉村　7,000円、　新庄村　7,000
円、津山圏域消防組合　34,000円、
真庭消防本部　24,000円、美作市消防本部　24,000円

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
均等割と団員数による負担を構成する3市5町2村及び3つの消防本部等で負担。負
担金総額318,000円で本市の負担は56,000円。

昭和55年度 34年

根拠規程等 美作地区消防連絡協議会会則

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
美作地区内の消防相互の融和を図り、互いに情報を交換するとともに、消防業務
の適性かつ能率的な運営を図ることを目的とする。

負担金分析シート

6 危機管理課

美作地区消防連絡協議会運営負担金

各種負担金（美作地区消防連絡協議会）

①団体運営補助 ①安心安全分野

事業の概要
美作地区内の消防相互の融和を図り、互いに情報を交換するとともに、消防業務
の適性かつ能率的な運営を図るため、役員会、総会、消防関係者叙勲・褒賞受賞
者祝賀会（2回/年）、総合訓練大会等を開催にかかる経費を負担する。

美作地区消防連絡協議会

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

45,000円 平成28年度 10,000円

40,000円

40,000円

125,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
美作圏域の消防相互の融和が図られ、費用対効果は十分あると考えることから、
終期の設定は困難と考える。

費用・効果の評価
美作地区消防連絡協議会の運営（研修会、訓練会等の検討）に関する役員会を開
催しており、費用対効果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

真庭市15,000円、　津山市5,000円、美作市10,000円、鏡野町5,000円、美咲町
5,000円、勝央町　5,000円、奈義町5,000円、久米南町5,000円、西粟倉村5,000
円、新庄村5,000円、津山圏域消防組合15,000円、真庭消防本部　10,000円、　美
作市消防本部　5,000円（消防団員数により役員数を決定）

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）5,000円×3人×3回

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 美作地区消防連絡協議会会則

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
美作地区内の消防相互の融和を図り、互いに情報を交換するとともに、消防業務
の適性かつ能率的な運営を図ることを目的とする。

負担金分析シート

7 危機管理課

美作地区消防連絡協議会役員会負担金

各種負担金（美作地区消防連絡協議会役員会）

①団体運営補助 ①安心安全分野

事業の概要 美作地区消防連絡協議会の役員会議にかかる経費を負担する。3回/年程度開催。

美作地区消防連絡協議会

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

200,000円 平成28年度 176,000円

40,000円

200,000円

440,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
美作圏域の消防相互の融和が図られ、費用対効果は十分あると考えることから、
終期の設定は困難と考える。

費用・効果の評価
消防関係叙勲受章者の祝賀会を開催することにより、その栄誉をたたえるため、
費用対効果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

他市も同様に参加し負担している。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）8,000円×25人（副方面隊長以上）。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 美作地区消防連絡協議会会則

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
美作地区内の消防相互の融和を図り、互いに情報を交換するとともに、消防業務
の適性かつ能率的な運営を図ることを目的とする。

負担金分析シート

8 危機管理課

美作地区消防関係者叙勲褒章祝賀会参加負担金

各種負担金（美作地区消防関係者叙勲褒章祝賀会）

②事業推進団体 ①安心安全分野

事業の概要
美作地区消防連絡協議会が開催する、消防関係者の叙勲受章祝賀会への参加にか
かる経費を負担する。

美作地区消防連絡協議会

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

10,000円 平成28年度 7,000円

40,000円

0円

50,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
県内各市の消防関係者と情報交換が図られ、消防の発展につながるため、終期の
設定は困難と考える。

費用・効果の評価
県内各市との情報交換を図ることにより、消防の発展につながるため、費用対効
果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

県内の市及び消防本部すべて　7,000円

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）10,000円×2回。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 岡山県都市消防連絡協議会会則

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
県内各市消防の融和を図り、お互いに情報を交換し、採長補短するとともに、消
防事務の的確な処理と能率的運営を図り消防発展を期すことを目的とする。

負担金分析シート

9 危機管理課

岡山県都市消防連絡協議会会議負担金

各種負担金（岡山県都市消防連絡協議会）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要
県内各市消防の融和を図り、お互いに情報を交換し、採長補短するとともに、消
防事務の的確な処理と能率的運営を図り消防発展を期するため2回/年の意見交換
会を開催するための経費を負担する。

岡山県都市消防連絡協議会

②事業費補助



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

805,000円 平成28年度 464,945円

40,000円

40,000円

885,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
消防団幹部としての必要な教養、技術及び指導力の錬成のため必要であることか
ら、終期の設定は困難と考える。

費用・効果の評価
消防幹部団員の研修会を開催することにより、教養、技術、指導力の強化が図れ
るため、費用対効果は十分あると考える。

見直しの結果、平成27年度に削減を行った。

同類補助金などの他
市の状況

不明

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 平成27年度からは、1人費用12,000円のうち、個人負担金5，000円を徴収。

積算根拠（交付金額）11,500円×70人。

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭圏域幹部団員研修会実行委員会の定めによる

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
自治体消防団幹部として職務遂行に必要な教養、技術及び指導力を錬成すると同
時に消防活動諸般の要求に適応させることを目的とする。

負担金分析シート

10 危機管理課

真庭圏域幹部団員研修会負担金

各種負担金（真庭圏域幹部団員研修会）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要
自治体消防団幹部として職務遂行に必要な教養、技術及び指導力を錬成すると同
時に消防活動諸般の要求に適応させることを目的とするため、1回/年市内で1泊2
日の訓練・研修会を実施するための経費を負担する。参加は70～90人規模。

真庭市消防団

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 平成２７年度で終了。

費用・効果の評価 費用対効果は十分あると考える。

見直しの結果、平成27年度をもって廃止した。

同類補助金などの他
市の状況

他市も同様に負担するもの。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）5,000円×4人。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 岡山県消防協会の定めによる。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
県下消防団に関する情報収集と市消防団の活性化を目的とする。
消防団長他幹部が、県下の消防団長を対象とした研修会に参加することにより、
情報収集と市消防団の活性化が図られる。

負担金分析シート

11 危機管理課

各種会議負担金

各種負担金（岡山県消防団長等幹部研修会）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要
岡山県消防団長等幹部が必要な知識・技術を習得するための研修会（1回/年）の
実施にかかる経費を負担する。

真庭市消防団

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 平成２８年度から他の手法とするよう見直しを実施。

費用・効果の評価
中国五県の消防団の諸課題等への取り組み事例を聴することにより、消防力の強
化が図れるため、費用対効果は十分あると考える。

見直しの結果、平成28年度から旅費支給の方法に転換した。

同類補助金などの他
市の状況

新庄村　25,000円×参加者数。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）16,600円×11人。(H26年度は岡山県内で開催のため負担なし）

平成元年 27年

根拠規程等 真庭市職員等の旅費に関する条例に倣う

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
中国五県の消防職員・消防団員等消防関係者が一堂に会し、当面する消防諸課題
について研究討議を深め、消防行政や消防制度の充実向上を図るとともに、消防
関係機関相互の友好と連携を強化することを目的とする。

負担金分析シート

12 危機管理課

中国五県消防関係者大会

各種負担金（中国五県消防関係者大会）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要
中国五県の消防職員・消防団員等消防関係者が、当面する消防諸課題について研
究討議を深め、消防行政や消防制度の充実向上を図る交流大会の参加費用を負担
する。

真庭市消防団

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

50,000円 平成28年度 24,000円

4,000円

4,000円

58,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 女性団員の確保の必要であり、終期の設定は困難と考える。

費用・効果の評価 費用対効果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

不明

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）意見交換・交流会参加費　5,000円×20人

平成17年度 12年

根拠規程等 全国女性消防団員活性化大会実行委員会の定めによる

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
岡山県内の女性消防団員が一堂に会し、日頃の活動やその成果をアピールすると
ともに、意見交換や交流を通じて連携を深めることにより、女性消防団員の活動
がより一層、活性化することを目的とする。

負担金分析シート

13 危機管理課

岡山県女性消防団員等研修会　交流会参加負担金

各種負担金（岡山県女性消防団員等研修会）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要
一般財団法人岡山県消防協会が主催する、岡山県内の女性消防団員が一堂に会
し、日頃の活動やその成果をアピールするとともに、意見交換や交流を通じて連
携を深める研修会を開催するための経費を負担する。

真庭市消防団

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

478,000円 平成28年度 454,000円

40,000円

0円

518,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 消防体制維持のため必要であり、終期の設定は困難と考える。

費用・効果の評価 消防協会事業運営のため、費用対効果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

世帯割4割＋人口割2割＋会員割2割＋平等割2割で端数処理を行い、千円単位

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
世帯割4割＋人口割2割＋会員割2割＋平等割2割で端数処理を行い、千円単位。
Ｈ２７年度から協会維持のため負担金が増額となった。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 岡山県消防協会の定めによる。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 消防思想の普及の徹底、消防技術の向上、消防活動の強化等を目的とする。

負担金分析シート

14 危機管理課

岡山県消防協会負担金

各種補助金（岡山県消防協会負担金）

①団体運営補助 ①安心安全分野

事業の概要

一般財団法人岡山県消防協会は、消防思想の普及を徹底し消防技術の向上と消防
活動の強化を図る等を目的とした団体であり、県消防操法大会の実施や、消防団
員の福利厚生等の事務を行う団体である。その運営について市町村と消防組織が
負担する。

岡山県消防協会

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

298,800円 平成28年度 243,000円

40,000円

0円

338,800円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 過疎対策事業を実施するにあたり必要であり、終期は設定できない。

費用・効果の評価
情報収集、国会・省庁への情報提供、研修など、真庭市単独で実施するよりも、
効果的かつ経済的であり、費用対効果はある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

過疎地域はすべて連盟に加入し、負担している。

類似他補助制度の有
無

なし。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）均等割（40000円）＋過疎債割（258800円）

昭和45年度 47年

根拠規程等 全国過疎地域自立促進連盟規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
情報提供、国会、省庁への要望取りまとめ、過疎対策事業についてのコンサル
ティング、研修会の実施

負担金分析シート

15 総合政策課

過疎地域自立促進連盟負担金

企画経常管理費

①団体運営費補助 ⑦その他の分野

事業の概要 過疎地域自立促進連盟に対し、団体運営費について負担するもの

過疎地域自立促進連盟（全国市長会内）

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

15,000円 平成28年度 15,000円

400円

0円

15,400円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
鳥取・岡山両県知事への要望等、真庭市単独で実施するよりも、効果的かつ経済
的であり、費用対効果があることから終期は設定できない。

費用・効果の評価
加入団体は、真庭市と類似の行政課題を持ち、情報収集、研修だけでなく、鳥
取・岡山両県知事への要望等、真庭市単独で実施するよりも、効果的かつ経済的
であり、費用対効果はある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

協議会に加盟している市町村は同様に負担している。

類似他補助制度の有
無

なし。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）1団体15,000円

平成18年度 9年

根拠規程等 鳥取・岡山県境連携推進協議会規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
鳥取県と岡山県の境域を接する市町村における、共通する地域課題の解決を目的
とする。

負担金分析シート

16 総合政策課

鳥取・岡山県境連携推進協議会負担金

企画経常管理費

①団体運営費補助 ⑦その他の分野

事業の概要
鳥取県と岡山県の境域を接する市町村が連携し、共通する地域課題の解決にむけ
推進するものであり、事業経費を負担する。

鳥取・岡山県境連携推進協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

20,000円 平成28年度 20,000円

400円

0円

20,400円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
真庭市長が副会長に就任するなど真庭市は水源の里活動を推進しており、継続す
べき負担金となっている。

費用・効果の評価
第9回全国水源の里シンポジウムが真庭市で開催され、真庭市の知名度向上の一助
となった。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

約１７０の自治体が参画している。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）１団体20,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 全国水源の里連絡協議会規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
過疎・高齢化の進行等に伴い起こる問題を国民運動として展開し、国などに政策
の展開や支援を呼びかけ、全国の水源の里の活性化を図ることを目的とする。

負担金分析シート

17 交流定住推進課

全国水源の里連絡協議会負担金

地域間交流事業（全国水源の里連絡協議会）

①団体運営費補助 ④地域支援分野

事業の概要 全国水源の里連絡協議会の運営にかかる経費を負担する。

全国水源の里連絡協議会

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

10,000円 平成28年度 10,000円

400円

0円

10,400円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
国際交流員をはじめ国際交流の拡充を図っていること、また、他市等との連携を
図るため有益であり、継続する。

費用・効果の評価
国際交流員をはじめとした国際交流の拡充を図っているほか、他市等との連携が
図れている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

有

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
平成26年度より1団体10,000円
平成25年度以前は30,000円

昭和61年度 31年

根拠規程等 岡山県日中懇話会規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 日中懇話を進め、相互理解と交流を深めることを目的とする。

負担金分析シート

18 交流定住推進課

岡山県日中懇話会負担金

地域間交流事業（岡山県日中懇話会）

①団体運営費補助 ⑦その他の分野

事業の概要 岡山県日中懇話会の運営にかかる経費を負担する。

岡山県日中懇話会

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

10,000円 平成28年度 10,000円

400円

0円

10,400円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
国際交流員をはじめ国際交流の拡充を図っていること、また、他市等との連携を
図るため有益であり、継続する。

費用・効果の評価
ヴィクター・ハーバー市と蒜山の中学校で交流を行っていたほか、他市等との連
携が図れている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

自治体では、備前市、久米南町、倉敷市、浅口市、岡山市、岡山県が加盟してお
り、役員会理事に加盟している。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）1団体10,000円

昭和63年度 29年

根拠規程等 南オーストラリア州友好協会規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 南オーストラリア州と岡山県の交流の推進を目的とする。

負担金分析シート

19 交流定住推進課

南オーストラリア州友好協会負担金

地域間交流事業（南オーストラリア州友好協会）

①団体運営費補助 ⑦その他の分野

事業の概要 南オーストラリア州友好協会の会費を負担する。

南オーストラリア州友好協会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

10,000円 平成28年度 10,000円

400円

0円

10,400円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
国際交流員をはじめ国際交流の拡充を図っていること、また、他市等との連携を
図るため有益であり、継続する。

費用・効果の評価
国際交流員をはじめとした国際交流の拡充を図っているほか、他市等との連携が
図れている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

自治体としては、岡山県、岡山市、倉敷市、里庄町、勝央町、瀬戸内市、総社
市、新見市、美咲市、赤磐市、新庄村が加盟している。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）1団体10,000円

平成19年度 10年

根拠規程等 岡山発国際貢献推進協議会規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
岡山県からの国際貢献を進行していくための広報活動や交流活動などを行うこと
を目的とする。

負担金分析シート

20 交流定住推進課

岡山発国際貢献推進協議会会費

地域間交流事業（岡山発国際貢献推進協議会）

①団体運営費補助 ⑦その他の分野

事業の概要 岡山発国際貢献推進協議会の会費を負担する。

岡山発国際貢献推進協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

132,000円 平成28年度 107,000円

4,000円

0円

136,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 電子申請システム利用件数2,455件（平成27年度）

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

他市町村も同様の積算根拠により負担

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
岡山県はシステム利用料の80％を負担、残り20％を市町村が負担。
市町村一律2万円の定額負担と人口割負担(3月末現在)により算出。

平成20年度 9年

根拠規程等 岡山県電子自治体推進協議会　汎用電子申請システム専門部会の規約による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
電子申請システムを共同利用することにより、システム利用料の低減を図ること
を目的とする。

負担金分析シート

21 秘書広報課

岡山県電子自治体推進協議会負担金（電子申請）

情報処理経常管理費

②事業費補助 ⑦その他分野

事業の概要
岡山県と県内市町村が共同利用する電子申請システムの運営管理にかかる経費を
負担する。

岡山県電子自治体推進協議会

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

250,000円 平成28年度 223,750円

4,000円

0円

254,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 光ケーブルの正常な維持管理には欠かせないものであり、終期は設定できない。

費用・効果の評価 一束化区間における光ケーブルを正常に維持管理する

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

光ケーブルを持っている自治体で一束化区間があれば延長に応じた割合を負担

類似他補助制度の有
無

無し

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）岡山情報ハイウエイ全延長の保守経費を一束化区間部分延長で案分したもの。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 岡山県行政財産使用許可に基づく。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
岡山情報ハイウエイと真庭ひかりネットワーク光ケーブルの一束化区間の保守を
目的とする。

負担金分析シート

22 秘書広報課

岡山県一束化保守管理経費負担金

広域情報ネットワーク経常管理費

②事業費補助 ⑦その他分野

事業の概要
真庭ひかりネットワークの光ケーブルを県のケーブルと一束化して電柱に架けて
いる区間において、県が保守を行う費用の一部を負担する。

岡山県

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

600,000円 平成28年度 0円

4,000円

0円

604,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 光ケーブルの正常な維持管理には欠かせないものであり、終期は設定できない。

費用・効果の評価 一束化区間における光ケーブルを正常に維持管理する

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

県の光ケーブルと一束化している光ケーブルを保有している団体で、該当区間に
おいて、移設工事が発生した場合に負担する。

類似他補助制度の有
無

無し

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）県のケーブルと一束化している区間のケーブル移設費を条数で案分したもの。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 岡山県行政財産使用許可に基づく。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 一束化区間における光ケーブルを正常に維持管理することを目的とする。

負担金分析シート

23 秘書広報課

岡山県一束化支障移転工事負担金

広域情報ネットワーク経常管理費

②事業費補助 ⑦その他分野

事業の概要
真庭ひかりネットワークの光ケーブルを県のケーブルと一束化して電柱に架けて
いる区間において、ケーブル移設工事を行う場合は、県が工事を施工し、市は負
担金を支払う。

岡山県

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,717,200円 平成28年度 1,717,200円

4,000円

0円

1,721,200円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
マイナンバー関連業務の安定的な運用には欠かせないものであり、終期は設定で
きない。

費用・効果の評価 マイナンバー関連業務を安定的に運用できる。

平成27年度からの新設補助金であり、効果の検証を行いながら事業を実施する。

同類補助金などの他
市の状況

情報公社構成団体による按分。

類似他補助制度の有
無

無し

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）情報公社構成団体による按分。

平成27年度 2年

根拠規程等 岡山中央情報公社の定めによる。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 マイナンバー関連業務の安定的な運用を目的とする。

負担金分析シート

24 秘書広報課

番号連携サーバー負担金

情報処理経常管理費

②事業費補助 ⑦その他分野

事業の概要
岡山中央情報公社設置のマイナンバー番号連携サーバー共同運用に係る費用を負
担する。

岡山中央情報公社

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,810,000円 平成28年度 1,810,000円

4,000円

0円

1,814,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
マイナンバー関連業務の安定的な運用には欠かせないものであり、終期は設定で
きない。

費用・効果の評価 マイナンバー関連業務を安定的に運用できる。

平成28年度からの新設補助金であり、効果の検証を行いながら事業を実施する。

同類補助金などの他
市の状況

全市町村が人口規模によって区分され負担している。

類似他補助制度の有
無

無し

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
都道府県、市区町村の人口規模で按分。
（人口10万人以下　1,810,000円）

平成28年度 1年

根拠規程等 地方公共団体情報システム機構の定めによる。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 マイナンバー関連業務の安定的な運用を目的とする。

負担金分析シート

25 秘書広報課

自治体中間サーバー・プラットフォーム負担金（運用経費）

情報処理経常管理費

②事業費補助 ⑦その他分野

事業の概要
マイナンバー運用のために地方公共団体情報システム機構が整備した自治体中間
サーバー運用経費を負担する。

地方公共団体情報システム機構

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

173,000円 平成28年度 173,000円

4,000円

0円

177,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
マイナンバー関連業務の安定的な運用には欠かせないものであり、終期は設定で
きない。

費用・効果の評価 マイナンバー関連業務を安定的に運用できる。

平成28年度からの新設補助金であり、効果の検証を行いながら事業を実施する。

同類補助金などの他
市の状況

全市町村が人口規模によって区分され負担している。

類似他補助制度の有
無

無し

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
都道府県、市区町村の人口規模で按分。
（人口10万人以下　173,000円）

平成28年度 1年

根拠規程等 地方公共団体情報システム機構の定めによる。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 マイナンバー関連業務を安定的に運用することを目的とする。

負担金分析シート

26 秘書広報課

自治体中間サーバー・プラットフォーム負担金（調整経費）

情報処理経常管理費

②事業費補助 ⑦その他分野

事業の概要
マイナンバー運用のために地方公共団体情報システム機構が整備した自治体中間
サーバー調整経費を負担する。

地方公共団体情報システム機構

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

72,000円 平成28年度 72,000円

4,000円

0円

76,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 負担金の性質上終期は設定していない。

費用・効果の評価 マスコミ関係を通じた情報収集・真庭市のPRが可能である。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

同類補助等の実施はない。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応

積算根拠（交付金額）負担金　72,000円

平成18年度 11年

根拠規程等 山陽時事問題懇談会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 地域の時事問題の情報共有、情報発信を目的とする。

負担金分析シート

27 総務課

山陽時事問題懇談会負担金

各種負担金

①団体運営費補助 ⑦その他の分野

事業の概要 山陽時事問題懇談会の運営にかかる経費を負担する。

山陽時事問題懇談会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,894,000円 平成28年度 1,345,574円

400,000円

0円

2,294,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

終期の設定 滞納整理を行うにあたり合理性が図られるため終期はない。

費用・効果の評価
平成27年度分担金総額　1,410,028円
平成27年度組合収納額　9,381,288円
(差引　7,971,260円）

同類補助金などの他
市の状況

共同処理する事務の執行に要する費用は、組合を組織する県下23市町村に分賦し
ている。
負担額は、上記の積算根拠（交付金額）による。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）

①基本分担金＝前年度の基準財政収入額に１万分の３以下の割合を乗じて得た額
（H28=1万分の2）
　　※国保会計から約40％を支出
②利用分担金＝滞納整理分担金（滞納整理額に対しての件数及び金額割）
　　件数割　1件20円、　均等割　100分の12
 　 旅費負担金（岡山県市町村税整理組合旅費条例に定める旅費）

昭和33年度 58年

根拠規程等 岡山県市町村税整理組合規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
引き継いだ国民健康保険税等の滞納の縮減を広域で専門的に行うことを目的とす
る。

負担金分析シート

28 債権回収対策課

岡山県市町村税整理組合分担金　（国保特別会計　分）

税滞納徴収事業

⑤法令等義務的補助 ①安心安全分野

事業の概要

岡山県下、２３市町村（平成２８年度）で組織した組合で、構成団体からの徴収
依頼を受け、地方税等の滞納整理を行うための負担である。
取扱い税目
①普通税（市町村民税、固定資産税、軽自動車税、特別土地保有税）、②目的税
（国民健康保険税、入湯税）、③その他（地方自治法の規定に基づく徴収金
他）

岡山県市町村税整理組合

①公共的団体



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

2,927,000円 平成28年度 1,924,230円

440,000円

0円

3,367,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

終期の設定 滞納整理を行うにあたり合理性が図られるため終期はない。

費用・効果の評価
平成27年度分担金総額　 2,187,522円
平成27年度組合収納額　14,254,021円　※国保税を含まない一般税
(差引　12,066,499円）

同類補助金などの他
市の状況

共同処理する事務の執行に要する費用は、組合を組織する県下23市町村に分賦し
ている。
負担額は、上記の積算根拠（交付金額）による。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）

①基本分担金＝前年度の基準財政収入額に１万分の３以下の割合を乗じて得た額
（H28=1万分の2）
　　※国保会計から約40％を支出
②利用分担金＝滞納整理分担金（滞納整理額に対しての件数及び金額割）
　　件数割　1件20円、　均等割　100分の12
 　 旅費負担金（岡山県市町村税整理組合旅費条例に定める旅費）

昭和33年度 58年

根拠規程等 岡山県市町村税整理組合規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
引き継いだ市税等の滞納の縮減を広域で専門的に行うことを目的とする。

負担金分析シート

29 債権回収対策課

岡山県市町村税整理組合分担金　（一般会計　分）

税滞納徴収事業

⑤法令等義務的補助 ①安心安全分野

事業の概要

岡山県下、２３市町村（平成２８年度）で組織した組合で、構成団体からの徴収
依頼を受け、地方税等の滞納整理を行うための負担である。
取扱い税目
①普通税（市町村民税、固定資産税、軽自動車税、特別土地保有税）、②目的税
（国民健康保険税、入湯税）、③その他（地方自治法の規定に基づく徴収金
他）

岡山県市町村税整理組合

①公共的団体



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

720,000円 平成28年度 444,000円

1,280,000円

0円

2,000,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 滞納整理を行うにあたり合理性が図られているため終期はない。

費用・効果の評価
平成27年度負担金　 378,000円　　※派遣職員の人件費は各市町村が負担
平成27年機構収納実績(H28.3月末現在）　31,735,889円
(差引　31,357,889円）

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

平成25年度からは、事案１件当たりの単価を6千円とし、引継件数に単価を乗じて
算出する。特殊な経費（訴訟費用及び未収入となった滞納処分費）については、
実費負担とする。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
平成25年度からは、事案１件当たりの単価を6千円とし、引継件数に単価を乗じて
算出する。特殊な経費（訴訟費用及び未収入となった滞納処分費）については、
実費負担とする。

平成21年度 8年

根拠規程等 覚書

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
滞納整理を促進するとともに、県内市町村の職員の滞納整理に係る技術の向上を
目的とする。

負担金分析シート

30 債権回収対策課

岡山県滞納整理推進機構滞納整理費用負担金

税滞納徴収事業

⑤法令等義務的補助 ①安心安全分野

事業の概要

個人住民税の徴収と県内市町村の職員の滞納整理に係る技術の向上を目指して、
県と市町村が共同で設置した組織で、市町村から主に個人住民税（市民税）の徴
収困難な事案等を引き受け、滞納整理を行うための負担である。（平成22年度か
ら１名職員を派遣）

岡山県

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

5,000円 平成28年度 5,000円

4,000円

0円

9,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 来日外国人の支援、不法滞在、犯罪防止等に寄与している。

見直しの結果、平成27年度に削減を行った。

同類補助金などの他
市の状況

県下各警察署（20署）に協議会は設置されている。
県本部に協議会の本部がある。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）真庭市　5,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭地区国際化対策連絡協議会会則

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
犯罪の防止や不法滞在・不法就労の防止に関する啓発活動など来日外国人の支援
を目的とする。

負担金分析シート

31 くらし安全課

真庭地区国際化対策連絡協議会負担金

防犯対策経常管理費（真庭地区国際化対策事業）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要
来日外国人が安全な生活をおくるための研修を行うの開催や不法滞在・不法就労
の防止等の啓発活動にかかる経費を負担する。

真庭地区国際化対策連絡協議会

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

20,000円 平成28年度 20,000円

400円

40,000円

60,400円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 終期を設定するのは不適と思われる。

費用・効果の評価 費用対効果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

会員数割
　1,000人未満　　　　 1,000円　　　3,000人～4,999人　　3,500円　　10,000
人～49,999人　6,500円
　1,000人～2,999人　2,000円　　　50,000人以上　　　　　8,000円

類似他補助制度の有
無

会員数割りで算出。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）

均等割　18,000円
会員数割　2,000円
　合計　20,000円

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 交通安全母の会連合会総会の議決による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
交通事故のない明るい社会を建設するため、交通事故防止運動の推進を図るとと
もに、交通安全対策についての調査研究及び市母の会相互の連絡調整を図ること
を目的とする。

負担金分析シート

32 くらし安全課

県交通安全母の会連合会負担金

各種補助金（県交通安全母の会連合会）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要
会議・研修会・交通安全運動・キャンペーン等にかかる経費を負担する。
負担金（全国交通安全母の会連絡協議会・警察友の会・北方領土・県婦人問題懇
話会）

岡山県交通安全母の会連合会
（事務局　岡山県民生活部くらし安全安心課）

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,130,000円 平成28年度 1,130,000円

40,000円

0円

1,170,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
防犯事業において市で取り組むことは多様すぎ非常に難しい現状がある。今後、
事業促進していくためにも当面の間終期の設定を行うことは適当でないと思われ
る。

費用・効果の評価
警察、市をはじめ関係機関・団体と協力して住民及び事業者による自主的な防犯
活動を促進させるとともに、市民が安心して暮らすことができる地域の実現に寄
与することができる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

岡山市防犯連合会 12,547,000円  玉野警察署管内防犯連合会　1,600,000円
倉敷市防犯連合会　15,562,000円 玉島警察署管内防犯連合会　1,219,000円
津山警察署管内防犯連合会　2,978,000円 備前警察署管内防犯連合会　1,378,000
円

類似他補助制度の有
無

なし。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）防犯連合会負担金　1,130,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭防犯連合会規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
自主的防犯の推進を図り、犯罪及び災害の予防並びに青少年の不良化防止に努
め、もって健全明朗な社会秩序を確立することを目的とする。

負担金分析シート

33 くらし安全課

真庭防犯連合会負担金

防犯対策経常管理費（真庭防犯連合会）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要

真庭防犯連合会の以下の活動にかかる経費を負担する。
防犯啓発資材購入（防犯パトロール用品・防犯腕章・青パトガソリン代等）
広報活動費（広報紙購入・各新聞広告掲載）
研修費（防犯教室、非行防止教室等　　表彰費（表彰費・柔道大会・剣道大会）

真庭防犯連合会

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

240,000円 平成28年度 240,000円

40,000円

0円

280,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 終期を設定するのは不適と思われる。

費用・効果の評価 費用対効果は十分あると考える。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

暴力追放岡山市民会議 2,300,000円　玉野市内暴力追放推進連合会 330,000円
津山警察署管内暴力追放推進連合会 450,000円　井原警察署管内暴力追放推進協
議会 400,000円　　高梁市は制度なし　　玉島警察署管内暴力追放推進連合会
319,000円　　笠岡市内暴力追放推進連合会 340,000円

類似他補助制度の有
無

なし。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）真庭市240,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭警察署管内暴力追放推進連合会会則

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
真庭警察署管内から暴力を追放し、明るく、住み良い地域社会の実現を図ること
を目的とする。

負担金分析シート

34 くらし安全課

暴力追放推進協議会負担金

防犯対策経常管理費（暴力追放推進協議会事業）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要
暴力追放推進協議会の以下の活動にかかる経費を負担する。
１．暴力追放活動の推進　２．暴力団寄生基盤の排除　３．暴力追放意識の高揚
　会議費（暴力追放大会参加費）、広報用品購入

真庭警察署管内暴力追放推進連合会

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

5,831,000円 平成28年度 7,513,000円

66,000円

0円

5,897,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
設定不可能。
※真庭市民の利用数は減少しているが、まにわくんではカバー出来ていない①旦
土地域からの高校生通学便、②白梅団地や向陽台病院経由の運行を担うため。

費用・効果の評価

平成28年度、同路線は４往復８便/日を久世⇔落合間で運行している。「まにわく
ん」ではカバーしきれない乗客や時間帯について大きく貢献している。また、担
当事務や車両導入の負担なく、運行経費に係る負担金のみで「まにわくん」と同
等の効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

美咲町 6,182千円（平成28年度）

類似他補助制度の有
無

無し。

財源確保の見通し 特別交付税（地方バス路線運行維持対策に要した経費算定基礎額×0.8）

積算根拠（交付金額）

美咲町旭川ダム沿線バス運行に関する事務の委託に関する規約に基づく協議によ
る。
固　定 割＝真庭市50％　美咲町50％：5,000千円
利用者割＝真庭市60％　美咲町40％：  831千円

平成13年度 16年

根拠規程等 美咲町旭川ダム沿線バス運行に関する事務の委託に関する規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 真庭市～美咲町間の住民の生活交通を確保し、利便を図ることを目的とする。

負担金分析シート

35 くらし安全課

美咲町旭川ダム沿線バス運行負担金

過疎バス対策費（美咲町旭川ダム沿線バス）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要

栃原～久世駅間を往復４便/日運行する美咲町営バスの運行にかかる経費を負担す
る。
（中鉄バス(株)岡山・勝山線の路線廃止の申し出を受け、平成13年9月から久世
町・落合町（真庭市）、旭町（美咲町）、建部町（岡山市）の４町の共同バス
（自家用有償旅客運送）により代替運行が始まったが、平成25年度を以て協議会
は解散。美咲町運営バスとなる。（真庭市は事務委託））

美咲町（平成26年度～）

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

301,000円 平成28年度 247,000円

66,000円

0円

367,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

終期の設定
設定不可能。
※平成27年度より開校した津山中学校に真庭市内から３名進学しており、３名が
通学に利用している。

費用・効果の評価

負担割合は全路線における各自治体内の路線距離で按分しており、真庭市は8.5％
（6.6ｋｍ）と少ない。
津山方面への通学を市単独で確保しようとすると現負担額を大きく上回る費用が
必要。

同類補助金などの他
市の状況

平成28年度協議会負担金（実績）
　・津山市：736千円
　・鏡野町1,927千円

類似他補助制度の有
無

無し。

財源確保の見通し 特別交付税（地方バス路線運行維持対策に要した経費算定基礎額×0.8）

積算根拠（交付金額）

津山・富線共同バス運行対策協議会の運営負担割合を定める協定書による。
運行距離割　＝　真庭市8.5％、鏡野町66.2％、津山市25.3％
26年度に車両更新を実施。26年度は車両更新基金の積立なしのため、負担金減。
平成27年度より再度実施

平成14年度 15年

根拠規程等 津山・富線共同バス運行対策協議会の運営負担割合を定める協定書
津山・富線共同バス運行に関する事務の委託に関する規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
津山市～真庭市～鏡野町間の住民の生活の足を確保し、利便を図ることを目的と
する。

負担金分析シート

36 くらし安全課

津山・富線共同バス運行対策協議会負担金

過疎バス対策費（津山・富線共同バス）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要

津山・富線共同バスの運行にかかる経費を負担する。
民間運行路線廃止の申し出があったため、平成１４年９月から久世町（真庭
市）、富村・鏡野町（鏡野町）、津山市の４自治体の共同バス（自家用有償旅客
運送）により、代替バスとしての運行が始まり現在に至っている。　鏡野町（富
振興センター前）と津山市（津山広域バスセンター）間を往復１便/日運行し、年
間利用延べ数は７千人程度である。

津山・富線共同バス運行対策協議会

①公共的団体



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

594,000円 平成28年度 594,000円

8,000円

0円

602,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 事業が啓発活動や相談であるため費用対効果は評価しにくい。

同類補助金などの他
市の状況

人権擁護委員１名あたり27,000円
・①津山市②405,000円　・①美作市②378,000円　・①鏡野町②216,000円　・①
美咲町②189,000円　・①久米南町②81,000円　・①勝央町②81,000円　・①奈義
町②54,000円　・①西粟倉村②54,000円　・①新庄村②54,000円

類似他補助制度の有
無

無し。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）人権擁護委員１名あたり27,000円×22名＝594,000円

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（委託事業の根拠）
人権啓発活動地方委託要綱（ネットワーク協議会連携の根拠）

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
岡山地方法務局津山支局に所在する人権啓発活動にかかわる機関等が連携・協力
関係を確立し、同管内における各種人権啓発活動を総合的かつ効果的に推進する
ことを目的とする。

負担金分析シート

37 くらし安全課

人権擁護委員協議会負担金

各種負担金（人権擁護委員協議会）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要

人権擁護委員協議会の事業にかかる経費を負担する。
国（法務省）から県に委託し、県から各市町村に再委託している「地域人権啓発
活動活性化事業」のについて津山地域の人権啓発活動ネットワーク協議会（津山
人権擁護委員協議会・市町村・岡山県・法務局）が、当該事業を個別バラバラに
各市町村が実施するのでなく、管内市町村が連携・調整して各種啓発活動を進め
ており、意見交換・情報交換、事業の企画立案、市町村事業への支援、県ネット
ワーク協議会の活動協力等を実施している。

津山人権擁護委員協議会

②事業推進団体



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

289,000円 平成28年度 274,000円

16,000円

0円

305,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
　小中規模の市単独ではテレビやラジオを通じた事業の実施は困難であるため、
その点では評価できるが、啓発事業自体の効果については評価が難しい。

同類補助金などの他
市の状況

・①岡山市②4,423,760円　・①倉敷市②2,935,000円　・①津山市②640,000円
・①玉野市②379,000円　・①笠岡市②315,000円　・①井原市②261,000円　・①
総社市②420,000円　・①高梁市②205,000円　・①新見市②195,000円　・①備前
市②222,000円　・①瀬戸内市②235,000円　・①赤磐市②274,000円　・①美作市
②178,000円　・①浅口市②218,000円

類似他補助制度の有
無

無し。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
テレビ・ラジオ負担金11,039,760円×2.53％（人口割）+10,000円（平等割）＝
289,000円。

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県都市人権連絡協議会

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
人権啓発事業を迅速かつ計画的に推進し、相互協議し関連事業の推進を図ること
を目的とする。

負担金分析シート

38 くらし安全課

岡山県都市人権連絡会負担金

各種負担金（岡山県都市人権連絡会）

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要
岡山県都市人権連絡会の事業にかかる経費を負担する。
県内15市で構成する協議会で人権啓発活動（ラジオ番組５分×年間52週、映画Ｔ
Ｖ放映民間テレビ４社、ハンドブック作成等）を実施。

岡山県都市人権推進事業連絡協議会

②事業推進団体



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
最新の男女共同参画の情報を収集し、課題を探り、真庭市の施策に役立てるため
の研修の機会である。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

岡山市・倉敷市は、一般市民参加者を公募で募集し、経費の1/3補助

類似他補助制度の有
無

なし。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
参加負担金×人数　（平成29年度は「日本女性会議2017in苫小牧」には遠隔地の
ため、参加しない予定。※例年、参加者一人当たり4,000円程度

平成17年度 12年

根拠規程等 日本女性会議実行委員会の定めによる。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
男女共同参画に関する国内最大級の会議に参加することで、男女共同参画の課題
を探り、真庭市の施策に役立てることを目的とする。

負担金分析シート

39 くらし安全課

日本女性会議参加負担金

男女共同参画推進事業

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要

日本女性会議の参加にかかる経費を負担する。
男女共同参画基本計画の策定及び調査・研究や、男女共同参画の推進を図るた
め、真庭市男女共同参画推進委員会を設置しており、男女共同参画推進委員や担
当職員が、最新情報の集まる日本女性会議に参加し研修する。（遠隔地で開催さ
れる年は参加しない場合がある）

日本女性会議実行委員会事務局　（開催地：毎年持ち回り）

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先の分類

33,000円 平成28年度 38,000円

4,000円

0円

37,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
県下各市町村との連携や情報の交換など、関係の円滑化にも資しており、費用効
果は上がっている。

見直しの結果、平成27、29年度に削減を行った。

同類補助金などの他
市の状況

同一基準で各市町村に請求されているため同額。

類似他補助制度の有
無

なし。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
岡山県少年補導（育成）連絡会：5,000円、県北地区青少年育成センター連絡協議
会：25,000円、公益社団法人岡山県青少年育成県民会議：3,000円

平成17年度 12年

根拠規程等
岡山県少年補導（育成）連絡会会則、県北地区青少年育成センター連絡協議会会
則、公益社団法人岡山県青少年育成県民会議定款

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 加盟している上記各組織の目的遂行のため。

負担金分析シート

40 くらし安全課

岡山県少年補導（育成）連絡会負担金、県北地区青少年育成センター連絡協議会
負担金、公益社団法人岡山県青少年育成県民会議会費

青少年健全育成事業

①団体運営費補助 ①安心安全分野

事業の概要 加盟している上記各組織の年会費および定期大会参加にかかる経費を負担する。

①公共的団体

交付先
岡山県少年補導（育成）連絡会、県北地区青少年育成センター連絡協議会、公益
社団法人岡山県青少年育成県民会議



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

400,000円 平成28年度 400,000円

80,000円

0円

480,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
地域の子供たちの文化レベルの向上に寄与しており、終期を設定することは困難
である。

費用・効果の評価
地域の子供たちに質の高い音楽と触れ合う機会を提供することで、子供たちの文
化レベルの向上に寄与している。

平成27年度からの新設補助金であり、効果の検証を行いながら事業を実施する。

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
真庭市、公益財団法人真庭エスパス文化振興財団及び公益財団法人岡山シンフォ
ニーホールの連携・協力に関する協定書による。

平成26年度 3年

根拠規程等
真庭市、公益財団法人真庭エスパス文化振興財団及び公益財団法人岡山シンフォ
ニーホールの連携・協力に関する協定書

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
公益財団法人岡山シンフォニーホールとの組織的な連携協力により真庭地域にお
ける音楽・文化の活動を行い、活力ある地域社会の構築を目的とする。

負担金分析シート

41 スポーツ・文化振興課

岡フィル親子コンサート負担金

文化芸術交流支援（岡フィル親子コンサート負担金）

②事業費補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

岡山フィルハーモニック管弦楽団による、親子で楽しむ音楽会の開催にかかる費
用を負担する。
公益財団法人岡山シンフォニーホールとの組織的な連携協力により真庭地域にお
ける音楽・文化の活動を行い、活力ある地域社会の構築に寄与するもの。
平成27年度は岡山フィルハーモニック管弦楽団による、親子で楽しむ音楽会を実
施する

公益財団法人岡山シンフォニーホール

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

220,000円 平成28年度 219,024円

80,000円

0円

300,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
 地域の子供たちの文化レベルの向上に寄与しており、終期を設定することは困難
である。

費用・効果の評価
地域の子供たちに質の高い音楽と触れ合う機会を提供することで、子供たちの文
化レベルの向上に寄与している。

平成28年度からの新設補助金であり、効果の検証を行いながら事業を実施する。

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
真庭市、公益財団法人真庭エスパス文化振興財団及び公益財団法人岡山シンフォ
ニーホールの連携・協力に関する協定書による。

平成28年度 1年

根拠規程等
真庭市、公益財団法人真庭エスパス文化振興財団及び公益財団法人岡山シンフォ
ニーホールの連携・協力に関する協定書

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
公益財団法人岡山シンフォニーホールとの組織的な連携協力により真庭地域にお
ける音楽・文化の活動を行うことで、活力ある地域社会の構築を目的とする。

負担金分析シート

42 スポーツ・文化振興課

岡フィル小中学生コンサート負担金

生涯を通じた学びの環境（岡フィル小中学生コンサート負担金）

②事業費補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

地域の子供たちに質の高い音楽の鑑賞会の実施にかかる経費を負担する。
公益財団法人岡山シンフォニーホールとの組織的な連携協力により真庭地域にお
ける音楽・文化の活動を行い、活力ある地域社会の構築に寄与するもの。
エスパスホールで開催する岡山フィルハーモニック管弦楽団によるコンサートを
小学生・中学生が鑑賞体験。

公益財団法人岡山シンフォニーホール

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

5,000円 平成28年度 5,000円

4,000円

0円

9,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
他のタンチョウを飼育する地域との連携や、事業の推進を図るため有益であり、
会の解散まで、またはタンチョウを飼育している期間は継続する。

費用・効果の評価 他地域の飼育情報を得ることが出来る。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

タンチョウを飼育している岡山県、総社市は参加している。

類似他補助制度の有
無

なし。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）ツルコウノトリネットワークの定めによる。

平成25年度 4年

根拠規程等 日本ツル・コウノトリネットワークの規約。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
タンチョウに関する情報や学会の情報等の収集を目的とする。

負担金分析シート

43 環境課

ツル・コウノトリネットワーク年会費

自然環境保全施設管理費　

①団体運営費補助 ①安心安全分野

事業の概要 タンチョウの飼育に係る団体の年会費を負担する。

日本ツル・コウノトリネットワーク

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

3,000円 平成28年度 30,000円

4,000円

0円

7,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
廃棄物処理施設の整備、国に対する廃棄物処理施設に関する陳情・請願、各種情
報交換などを行っている。

見直しの結果、平成29年度に削減を行った。

同類補助金などの他
市の状況

県下１５市、８町、１村が加入

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）岡山県廃棄物処理施設整備等促進協議会会則　第9条別表により　年額3,000円。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 岡山県廃棄物処理施設整備等促進協議会会則　

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
廃棄物処理施設の整備、国に対する廃棄物処理施設に関する陳情・請願、各種情
報交換などを目的とする。

負担金分析シート

44 環境課

岡山県廃棄物処理施設整備等促進協議会会費

清掃総務経常管理費

②事業推進団体 ①安心安全分野

事業の概要
岡山県下の市町村等によって構成され、廃棄物処理施設の整備、国に対する廃棄
物処理施設に関する陳情・請願、各種情報交換などを行う協議会の事業にかかる
経費を負担する。

岡山県廃棄物処理施設整備等促進協議会

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

2,000円 平成28年度 20,000円

4,000円

0円

6,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
環境大臣の指定を受けた廃棄物及びこれに類する廃棄物の処理について、事業者
への協力要請を円滑に進めることができる。

見直しの結果、平成29年度に削減を行った。

同類補助金などの他
市の状況

県下１５市、１０町、２村が加入

類似他補助制度の有
無

なし。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
岡山県適正処理困難指定廃棄物対策協議会会則　第8条別表により　年額2,000
円。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 岡山県適正処理困難指定廃棄物対策協議会会則

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
環境大臣の指定を受けた廃棄物及びこれに類する廃棄物の処理について、事業者
への協力要請を円滑に進めることを目的とする。

負担金分析シート

45 環境課

岡山県適正処理困難指定廃棄物対策協議会会費

清掃総務経常管理費

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要

岡山県適正処理困難指定廃棄物対策協議会の事業にかかる経費を負担する。
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の第6条の3第1項の規定に基づく環境大臣
の指定を受けた廃棄物及びこれに類する廃棄物の処理について、事業者への協力
要請を円滑に進めるを目的として平成7年11月発足以来、関係事業者への協力要請
や関係機関との協力を図っている。

岡山県適正処理困難指定廃棄物対策協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
Ｈ２６年度までは負担金で支払いをしていたが、Ｈ２７年度より使用料に変更し
た。

費用・効果の評価
資源の有効利用、ごみの減量化及びリサイクルの推進を図るとともに、循環型社
会の構築、市民の交流の場として利用されている。

見直しの結果、平成27年度から使用料の方法に転換した。

同類補助金などの他
市の状況

リユースプラザの運営の委託は岡山市、津山市で実施されており、倉敷市・玉野
市・岡山県西部衛生施設組合は直営で運営している。

類似他補助制度の有
無

リユースプラザの運営については別途委託料を支払っている。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）電気メーター子メーターによる。

平成18年度 11年

根拠規程等 (株)醍醐の里との契約による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
資源の有効利用、ごみの減量化及びリサイクルの推進を図り、循環型社会の構
築、市民の交流の場として設置したリユースプラザの管理を目的とする。

負担金分析シート

46 環境課

リユースプラザ電気代負担金

リサイクル推進事業

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要

リユースプラザの電気代を負担する。
資源の有効利用、ごみの減量化及びリサイクルの推進を図り、循環型社会の構
築、市民の交流の場としてリユースプラザ醍醐の里を設置している。この運営に
あたり、真庭リユースプラザの会と業務委託契約を交わし、施設の開錠・施錠・
レジ業務については株式会社醍醐の里と委託契約を交わしている。

(株)醍醐の里

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

340,000円 平成28年度 296,000円

10,800円

0円

350,800円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 真庭市に最終処分場が確保できるまで。

費用・効果の評価
最終処分場を有していないため、最終処分が必要な廃棄物処理について必要不可
欠な経費。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

①三重県名張市　②1,000円／トン
①熊本県菊池市　②県内1,000円　県外2,000円／トン
廃棄物は地域内処理が原則であることから全国的にもまれである。

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し 一般財源による対応。　（特定財源及び新たな財源無し）

積算根拠（交付金額）負担金＝1,000円/トン×340トン（焼却残渣280トン・不燃物等60トン）。

平成16年度 13年

根拠規程等 伊賀市環境保全負担金条例

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 廃棄物処理を目的とする。

負担金分析シート

47 環境課

伊賀市環境保全負担金（真庭北部クリーンセンター）

塵芥処理経常管理費

②事業費補助 ①安心安全分野

事業の概要

最終処分が必要な廃棄物（焼却残渣、不燃物等）の処分にかかる費用を負担す
る。
最終処分が必要な廃棄物を三重県伊賀市にある民間処理施設で処理処分してお
り、受入側である伊賀市の条例に基づき、搬入量１トン当り1,000円の負担金を納
付している。

三重県伊賀市

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

43,320,000円 平成28年度 43,320,000円

80,000円

0円

43,400,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
社会福祉協議会が地域で担っている役割、そして今後の社会情勢の変化や高齢化
の進展等を考慮すると、終期設定は難しい。

費用・効果の評価 地区社協を中心とした活動推進や、地域に根差した福祉の向上に寄与している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

他市の場合、負担金としての支出ないため、補助金、負担金の総額と補助金を比
較
平成28年度　真庭市　81,141千円（補助金＋負担金）
津山市　39,022千円
新見市　57,840千円
美作市　36,053千円

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し
一般財源による対応
（収益を上げることを目的とした団体ではないので、補助金や負担金が必要であ
るが、今後は効率的な経営と改革も必要である）

積算根拠（交付金額）
福祉活動専門員人件費　9名分 32,220,000円、団体事務　7,830,000円、日常生活
自立支援　3,270,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭市社会福祉協議会助成の適正化に関する基本方針

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 民間社会福祉活動により地域福祉の充実を図ることを目的とする。

負担金分析シート

48 福祉課

社会福祉協議会負担金

社会福祉協議会負担金

①団体運営費補助 ⑤保健福祉分野

事業の概要

社会福祉協議会に９名配置している福祉活動専門員の人件費を負担する。旧町村
時に行政主導で各町村社協に配置されていた。国から交付税算定もあり。職務と
しては、民間社会福祉活動の推進方策について調査、企画及び連絡調整を行うと
ともに、広報、指導その他の実践活動の推進を行う。

真庭市社会福祉協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

2,000円 平成28年度 2,000円

1,040円

0円

3,040円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
ひとり親家庭の支援は社会の大きな課題であり、母子自立支援員の果たす役割は
大きく、終期を設定することは難しい。

費用・効果の評価
ひとり親家庭の増加、ひとり親家庭の相談件数の増加という状況下において、母
子自立支援員の研修、他自治体との情報交換ができるという点で、母子自立支援
員連絡協議会に参加する意義はあると思われる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

県内　一律　2,000円（一部自治体を除く）

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）岡山県福祉事務所母子自立支援員連絡協議会会則により、県内一律

平成16年度 平成16年度以前から

根拠規程等 岡山県福祉事務所母子自立支援員連絡協議会会則

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
母子自立支援員の活動に関するスキルアップのための研修機会の取得と情報共有
を行い、支援員の能力向上を図ることを目的とする。

負担金分析シート

49 子育て支援課

岡山県福祉事務所母子自立支援員連絡協議会負担金

要保護児童対策事業

②事業費補助 ⑤保健福祉分野

事業の概要
岡山県内の福祉事務所に所属する母子自立支援員連絡協議会に対し負担金を交付
する。

岡山県福祉事務所母子自立支援員連絡協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 平成27年度をもって廃止。

費用・効果の評価
年１回の行事となっている保護者会（後援会）主催の「親子遠足」について、引
率した保育園職員の負担を軽減している。

見直しの結果、平成27年度をもって廃止した。

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
平成26年度については上限一人当たり2,400円であったが、平成27年度は上限一人
当たり2,200円とする。

平成16年度以前 平成16年度以前から

根拠規程等 なし

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
保護者会（後援会）主催の親子遠足に参加する職員について、公務で同行してい
るため、経費の負担を軽減することを目的とする。

負担金分析シート

50 子育て支援課

親子遠足負担金

保育園共通経常管理費

②事業費補助 ⑤保健福祉分野

事業の概要
保育園の親子遠足に係る職員負担金について、交通費等を限定に負担金を交付す
る。

保育園職員

②事業推進団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

負担金分析シート

費用・効果の評価

終期の設定

財源確保の見通し

類似他補助制度の有
無

同類補助金などの他
市の状況

保護者会が主催する「親子遠足」について、職務として引率した職員の負担金を
軽減している。

平成27年度をもって廃止。

一般財源による対応。

なし

根拠規程等

平成26年度については上限一人当たり2,400円であったが、平成27年度は上限一人
当たり2,200円とする。

事務局事務費換算③

交付事務費換算②

交付目的
保護者会（後援会）主催の親子遠足に参加する職員について、公務で同行してい
るため、経費の負担を軽減することを目的とする。

51

②事業費補助

幼稚園共通経常管理費

保護者会（後援会）主催の親子遠足に参加する職員について、公務であるため、
（園単位で請求があれば）一部を負担金で交付するもの。

⑤保健福祉分野

親子遠足職員分負担金

子育て支援課

事業の概要

幼稚園職員

②事業推進団体

交付金額の計算
事務局事務人工数から計算

交付事務人工数から計算

平成29年度交付予定金額①

見直しの結果、平成27年度をもって廃止した。

なし

積算根拠（交付金額）

交付金額（事務費込）④

平成16年度以前 平成16年度以前から

なし



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

72,000円 平成28年度 72,000円

400円

0円

72,400円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
難病患者に対する生活相談（2回／月）、及び患者・家族の親睦会開催。また保健
所・岡山県難病支援センター等公的機関や難病団体連絡協議会との連携等を推進
し、もって難病患者の福祉の向上を図ることを目的とする。

負担金分析シート

52 健康推進課

難病友の会負担金

保健衛生総務経常管理費

②事業費補助 ⑤保健福祉分野

事業の概要
難病友の会の活動に対し負担金を交付する。（相談室運営費、役員活動費（交通
費、通信費）、患者家族親睦会費、出張費等）

岡山県北難病友の会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）会からの申請額による。

平成16年度以前 平成16年度以前から

根拠規程等 難病友の会の定めによる。

同類補助金などの他
市の状況

真庭市の外、圏域９市町村から負担金支出がされている。

類似他補助制度の有
無

なし。

財源確保の見通し
一般財源による対応。
（会員会費を1000円を徴収して運営費に当てている。その他の財源は賛助会費・
市町村からの助成金のみ）

終期の設定
今後も真庭市の住民が難病を発症する可能性はあり、患者の福祉の向上を図るた
め終期を設定することは難しい。

費用・効果の評価

生活相談は津山市開催のため、利用者数が1名／月程度であるが、電話相談は随時
受け付け、公的機関（真庭保健所・岡山県難病相談支援センター・難病団体連絡
協議会等）と連携し、交流会の際は同じ疾患の会員同士が交流できるよう調整等
も行っている。身近な場所で相談・支援を受ける事ができ、難病患者の福祉の向
上に寄与している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

10,000円 平成28年度 10,000円

40,000円

0円

50,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 労働保険制度の健全な発展及び労働者の福祉の向上を目的とする。

負担金分析シート

53 産業政策課

岡山県労働保険事務組合連合会賛助会費

商工振興にかかる経常経費

①団体運営費補助 ②産業振興分野

事業の概要
労働保険適正加入促進事業、情報誌の発行等、労働保険事務組合業務の支援、労
保連労働災害保険事業、中小企業退職金共済受託事業、労保連年金共済事業、労
働保険・保険関係成立之証・普及広報事業に対し負担する。

岡山県労働保険事務組合連合会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）会費負担金

平成17年度 　12年

根拠規程等 （参考）労働者災害補償保険法、 雇用保険法 

同類補助金などの他
市の状況

岡山市、津山市ほか多くの市町村が賛助会員となっている。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 労働保険の適正な加入促進を進めるために、継続して行う必要がある。

費用・効果の評価 労働保険制度の健全な発展と労働者の福祉の向上に役立っていると評価できる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

16,000円 平成28年度 16,000円

40,000円

0円

56,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
企業立地の促進を図ることを目的とする。岡山県とこの目的に賛同する市町村が
協力して組織するこの協議会へ加入している。

負担金分析シート

54 産業政策課

岡山県企業立地協議会会費

企業誘致対策事業

①団体運営費補助 ②産業振興分野

事業の概要

岡山県企業立地協議会の会費として負担する。
・パンフレット作成や誘致対象企業の訪問を行い、企業立地の促進を図る。大都
市圏での県人会や企業立地セミナーで産業団地の写真パネル等を紹介する。県内
企業が掲載された集積マップを作成および配布し、県内での取引先等のPRを行
う。

岡山県企業立地協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）一般会費（人口割あり）

平成17年度 　　12年

根拠規程等
岡山県企業立地協議会規約
　（参考）企業立地促進法、岡山県企業立地促進法に基づく企業立地計画

同類補助金などの他
市の状況

会費の積算根拠有り
町村は一律8,000円
市は人口に応じて会費設定有り

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 真庭産業団地の販売、企業誘致促進のため、継続して行う必要がある。

費用・効果の評価 真庭産業団地のＰＲにつながっていると評価できる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

80,000円 平成28年度 80,000円

40,000円

0円

120,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
企業立地の促進を図ることを目的とする。岡山県とこの目的に賛同する市町村が
協力して組織するこの協議会へ加入している。

負担金分析シート

55 産業政策課

岡山県企業立地協議会特別会費

企業誘致対策事業

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

岡山県企業立地協議会の特別会費として負担する。
・パンフレット作成や誘致対象企業の訪問を行い、企業立地の促進を図る。大都
市圏での県人会や企業立地セミナーで産業団地の写真パネル等を紹介する。県内
企業が掲載された集積マップを作成および配布し、県内での取引先等のPRを行
う。

岡山県企業立地協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
特別会費（団地所在市町村分）として負担するもの
（県営産業団地所在の市で共同でパンフレットを作成希望の場合、1団地につき
80,000円）

平成17年度 　　12年

根拠規程等
岡山県企業立地協議会規約
（参考）企業立地促進法、岡山県企業立地促進法に基づく企業立地計画

同類補助金などの他
市の状況

県営産業団地及び単独工業団地等所在の市町で、共同でパンフレットを作成希望
の場合、1団地につき、80,000円、2団地目からは64,000円

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 真庭産業団地の販売、企業誘致促進のため継続して行う必要がある。

費用・効果の評価 真庭産業団地のＰＲにつながっていると評価できる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

168,000円 平成28年度 78,000円

40,000円

0円

208,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
津山広域事務組合事業（県北企業説明会、美作地域高校生のためのジョブフェ
ア、企業ガイドみまさか発行等）の実施経費を一部負担し、県北市町村が協力し
て雇用の確保に努めることを目的とする。

負担金分析シート

56 産業政策課

津山広域事務組合負担金

雇用促進対策事業

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
津山広域事務組合事業の参画団体として負担する。
・真庭市内の労働者の確保及び育成のため、津山広域事務組合等と共催で、県北
で企業説明会等を行っている。

津山広域事務組合

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
①県北企業説明会、②美作地域高校生のためのジョブフェア開催、③企業ガイド
みまさか発行のための負担金
①②事業経費に対し均等割（5％）＋人口割（95％）、③＠300円*300部

平成17年度 　12年

根拠規程等 （参考）津山広域事務組合事業の負担割合による

同類補助金などの他
市の状況

県北部の自治体が参画

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 県北地域の雇用確保を図るため、継続して行う必要がある。

費用・効果の評価 広域での人材確保、及び情報共有の場となっており、評価できる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

50,000円 平成28年度 50,000円

40,000円

0円

90,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
伝統的工芸品産業の振興を図るとともに、一般消費者、生活者の伝統的工芸品へ
の理解を深めることを目的とする。

負担金分析シート

57 産業政策課

（財）伝統的工芸品産業振興協会負担金

各種負担金（商工）

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

伝統的工芸品産業の振興を図るとともに、一般消費者、生活者の伝統的工芸品へ
の理解を深めるため、（一財）伝統的工芸品産業振興協会へ負担する。
・人材確保及び技術・技法継承事業、 産地指導事業、 普及推進事業、需要開拓
事業、その他の振興事業【国指定伝統工芸品：勝山の竹細工】

（一財）伝統的工芸品産業振興協会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
会費負担金（一般財団法人 伝統的工芸品産業振興協会　特別会員【勝山の竹細
工】）

平成17年度 　　12年

根拠規程等 （参考）伝統的工芸品産業の振興に関する法律

同類補助金などの他
市の状況

備前市(県内では2市のみ）

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
伝統工芸マークを使用でき、真庭のPRに大いに貢献していることから終期は設定
できない。

費用・効果の評価 伝統工芸マークを使用でき、真庭のPRに大いに貢献している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 地元石灰工事業者の雇用確保、税収における貢献を目的とする。

負担金分析シート

58 産業政策課

新見鉱山会負担金(北房)

各種負担金（商工）

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
北房地区にある石灰事業者が、新見鉱山会に加入していることから会費を負担す
る。

新見鉱山会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）　会費負担金（10,000円）

平成17年度 10年

根拠規程等 新見鉱山会総会議決による

同類補助金などの他
市の状況

新見市

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 新見鉱山会解散時

費用・効果の評価
地元石灰事業者については、地元の方の雇用も多く、当社が加入する鉱山会の立
ち上げ時から負担をしている。当社の安定的な経営による雇用確保、税収という
面では市や地域へ貢献している。

見直しの結果、平成27年度をもって廃止した。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

30,000円 平成28年度 30,000円

40,000円

0円

70,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
海外経済情報等の把握、経済団体及び関係機関との連絡調整及び情報収集するこ
とを目的とする。

負担金分析シート

59 産業政策課

岡山県国際経済交流会賛助会費

各種負担金（商工）

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

岡山県国際経済交流会賛助会員として負担する。
・海外経済情報の収集・提供、県内企業の国際的事業活動支援、国際経済交流の
推進、地域経済の国際化促進のための人材養成、経済団体及び関係機関との連絡
調整を行う。

岡山県国際経済交流会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）会費負担金

平成20年度 9年

根拠規程等 岡山県国際経済交流会総会決議による

同類補助金などの他
市の状況

多くの市町村が賛助会員となっている。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
国際経済交流の推進、経済団体及び関係機関との連絡調整のため、今後も継続し
て行う必要がある。

費用・効果の評価 海外展開を図る企業のための支援であり、費用効果は限定される。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

30,000円 平成28年度 30,000円

40,000円

0円

70,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
海外経済情報等の把握、経済団体及び関係機関との連絡調整及び情報収集を目的
とする。

負担金分析シート

60 産業政策課

日本貿易振興機構（ジェトロ）負担金

各種負担金（商工）

①団体運営費補助 ②産業振興分野

事業の概要

日本貿易振興機構（ジェトロ）との協力体制維持のため負担する。
・中小企業等の国際ビジネス展開の支援、地域活性化に向けた対日投資や地域間
連携の促進、貿易投資相談・情報提供、ビジネスに役立つ各種海外情報の収集・
提供を行う。

日本貿易振興機構（ジェトロ）

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）会費負担金

平成26年度  3年

根拠規程等 日本貿易振興機構総会議決による

同類補助金などの他
市の状況

他市も規模に応じた負担金を支払っている。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
中小企業等の国際ビジネス展開の支援及び情報提供のため、今後も継続して行う
必要がある。

費用・効果の評価
海外展開を行っていく中で、ジェトロの協力は非常に大きいため、負担額以上の
効果はある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

7,500,000円 平成28年度 7,500,000円

40,000円

16,000,000円

23,540,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
真庭市観光振興計画に掲げる「５００万人の観光真庭づくり」の達成に向けて、
市内に点在する自然や文化など多彩な観光資源の魅力を引き出しながら、より多
くの観光客の誘致を図ることを目的とする。

負担金分析シート

61 産業政策課

観光回廊真庭誘客協議会負担金

観光客誘致推進事業

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

観光回廊真庭誘客協議会の構成団体として負担する。
・観光に携わる団体・組織が連携を図りながら観光客を誘致するため観光回廊真
庭誘客協議会を組織し、年度毎に目標（テーマ）に沿ったイベント企画などを展
開するもの。

観光回廊真庭誘客協議会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）

観光回廊真庭誘客協議会　総会の議決による（事業規模：約950万円）
観光回廊真庭誘客協議会会則
（真庭市、新庄村、真庭観光連盟、各観光協会、真庭商工会、JR西日本、湯原町
旅館協同組合）

平成19年度 10年

根拠規程等 観光回廊真庭誘客協議会総会議決による

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
平成19年7月以降、10年目を迎えている。
H30年度総会までに、事業効果・事業内容の精査を図る予定。

費用・効果の評価
真庭圏域の関連団体が緊密な連携のもとに、より効果の高い観光振興策を進める
ことができている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

648,000円 平成28年度 648,000円

40,000円

1,200,000円

1,888,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的

蒜山は自然を売りにするエリアでありながら、遠目に見る楽しみ方が中心で、実
際に自然に立ち入って楽しむメニュー（自然をツールに滞在時間を延ばす術）を
ほとんど持っていない。ガイドクラブ等の育成や新たな自然体験への取り組みを
構築し、アウトドアでの誘客の増大を図ることを目的とする 。

負担金分析シート

62 産業政策課

モンベルフレンドエリア登録料

観光客誘致推進事業

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

総合アウトドアブランド「モンベル」が運営する会員組織「モンベルクラブ」
は、全国に48万人がご登録している。蒜山をモンベルフレンドエリアに登録し、
アウトドアに関る積極性、好奇心が非常に高い会員へのプロモーションを行い誘
客を図る。その年間登録料として負担する。

株式会社モンベル

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）年間登録料

平成27年度 2年

根拠規程等 （参考）モンベルフレンドエリア会員規則

同類補助金などの他
市の状況

中国地区では、 若桜町、 大山・皆生、鏡野町、江田島、三瓶、隠岐エリアの6地
域が登録。
自治体単位は鏡野町、若桜町（鳥取県）。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 H27から3年間登録し効果を検討する。

費用・効果の評価
蒜山でのアウトドアや自然体験などの受け入れ態勢の強化や、大山周辺とのつな
がりを深め広域観光に発展させる効果がある。

平成27年度からの新設補助金であり、効果の検証を行いながら事業を実施する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

2,400,000円 平成28年度 2,400,000円

40,000円

1,200,000円

3,640,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
教育旅行を誘致し、真庭への宿泊(滞在時間を長くする）に結びつけること、将来
的に再訪問につながるように、教育旅行のシステムを構築することを目的とす
る。

負担金分析シート

63 産業政策課

教育旅行誘致推進事業負担金

観光客誘致推進事業

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

教育旅行を誘致し真庭への宿泊(滞在時間を長くする）に結びつけること、将来的
に再訪問につながるよう教育旅行のシステムを構築することに対して負担する。
・旅行会社や修学旅行を計画する学校に出向き、教育旅行の誘致活動を積極的に
促進する。

真庭観光連盟

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）緊急雇用時の委託料（H24年度まで行われた事業の委託料と同等額）

平成23年度 4年（負担金は25年度から）

根拠規程等 真庭観光連盟総会議決による

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 平成30年度に実施効果を検証し判断する。

費用・効果の評価
補助金制度を活用し教育旅行を誘致することで、市外から修学旅行・合宿などに
よる多くの観光客が訪れ、費用対効果は十分とみられる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

2,000,000円 平成28年度 2,000,000円

40,000円

0円

2,040,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
「真庭市の全国発信」という命題のもと、市と共同で取り組んできた事業であ
り、今後においても持続可能なツアーとなることを目的とする。

負担金分析シート

64 産業政策課

バイオマスツアー推進事業負担金

観光客誘致推進事業

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

バイオマスツアーに係る経費として負担する。
・総務省・ふるさと財団の「地域再生マネージャー事業」により“視察受入の窓
口一本化と“バイオマス事業による地域づくりをテーマとした新たな産業観光の
創出を目的に、真庭観光連盟と真庭市の連携事業として平成18年12月「バイオマ
スツアー真庭」を開始した。平成27年度からは、発電所等の操業開始により、ツ
アーの中身が大きく変わるため、軌道に乗るまでの支援を行う。

真庭観光連盟

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）バイオマスツアー真庭推進に係る経費

平成21年度 8年

根拠規程等 真庭観光連盟総会議決による

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
産業観光推進の立場から市が積極的に推進する必要があることから、3年間限定で
負担する。

費用・効果の評価
直営でツアー運営ならびに視察対応をすることは事務量・経費とも拡大するた
め、技術や能力のある観光連盟で事業を行うことは効率的である。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

180,000円 平成28年度 180,000円

80,000円

0円

260,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
全国「道の駅」連絡会及び中国「道の駅」連絡会会費分を負担することを目的と
する。

負担金分析シート

65 産業政策課

道の駅連絡会負担金

観光施設経常管理費

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
道の駅連絡協議会会員として市内3つの道の駅が加入していることから負担する。
連絡会は、全国の道の駅の活用や広報を行う。　（風の家、蒜山高原、醍醐の里
の3駅）

全国「道の駅」連絡会、中国「道の駅」連絡会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
会費負担金
（全国分20,000円＋中国分40,000円)×3施設＝180,000円（風の家、蒜山高原、醍
醐の里）

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 全国「道の駅」総会、中国道の駅連絡会規約

同類補助金などの他
市の状況

本市と同様に対処しているものと考える。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
中国地方にある道の駅の連携や、誘客につなげるための取り組みにつなげること
ができるため、終期は設定できない。

費用・効果の評価
協議会が作成するパンフレット等に加入施設の掲載があるのでＰＲにつながって
いる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,382,000円 平成28年度 1,353,650円

40,000円

40,000円

1,462,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
真庭市と県が設置ている電気自動車普及事業（岡山県施設）により、道の駅「風
の家」の電気代契約が契約当時から大きくなっている。現時点との差額を支払う
ことで、グリーンピアの運営を保つことを目的とする。

負担金分析シート

66 産業政策課

風の家電気自動車充電器設置負担金（蒜山）

観光施設経常管理費

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
電気自動車普及のために道の駅「風の家」に充電器を設置し運営する事業に対
し、電気料支払い者への費用弁償として負担する。

（株）グリーンピア蒜山

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
風の家自体がデマンド契約をしており充電器の使用料が多い際にその部分を真庭
市が負担する。
（充電器がある場合の契約額－充電器がない場合のデマンド契約額）

平成23年度 6年

根拠規程等 ・「道の駅・風の家」における電気自動車の急速充電器の設置に関する協定書
・「道の駅・風の家」における電気自動車の急速充電器の設置に関する管理要領

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し
有料化する方向で県と協議を行っている。（県施設であるため県条例制定が必
要）

終期の設定
キュービクル式高圧受電設備を充電器部分に設置できた時、又は充電器を廃止し
たとき。

費用・効果の評価
年々、利用者が増えており、負担額は増加する見込みである。
（現時点では年間４００件程度の利用）

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

50,000円 平成28年度 50,000円

40,000円

0円

90,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
観光資源である露天風呂・砂湯浴槽の管理を目的とする。（市、観光協会、旅館
組合、湯原温泉区と共同で管理運営をする。）

負担金分析シート

67 産業政策課

砂湯清掃負担金（湯原）

観光施設経常管理費

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

露天風呂・砂湯の浴槽清掃にかかる経費として負担する。
・市＝負担金＋塩素等消耗品代を支払う
・湯原温泉区＝毎週水曜日実施（シルバー人材センターに委託）
　委託契約料　＠6500円×週1回×52週=338,000円
・湯原町旅館組合・湯原観光協会＝毎月第１金曜日実施（会員で清掃）

湯原温泉区　

 ③地域活動団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
砂湯清掃負担金　50,000円 （観光協会94,000円、旅館組合94,000円）
※湯原温泉区が100,000円を負担するような形である。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 湯原温泉区総会議決による

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 砂湯の源泉は市所有であり管理が必要であることから、終期は設定できない。

費用・効果の評価

砂湯の源泉は市の所有であり、温泉を活用して造った露天風呂は、湯原温泉の観
光を支える大切な財産となっている。管理に対して、地元と観光関係者の理解と
協力を得ることにより現在の状態が確保できており、市の負担率は15%程度で収
まっているので、費用的にも効果があるといえる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

963,000円 平成28年度 1,015,000円

40,000円

0円

1,003,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
官民が一体となって広域的な観光振興を行う岡山県観光連盟の事業実施に必要な
事業費を負担する。“民”のフットワークを活かし、広域的な観光ＰＲをするこ
とで、真庭市への誘客を図ることを目的とする。

負担金分析シート

68 産業政策課

岡山県観光連盟負担金

観光連盟負担金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
岡山県内の官民が一体となって広域的な観光振興を行う岡山県観光連盟の事業費
に対して、真庭市として負担する。

岡山県観光連盟　

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
「公益社団法人岡山県観光連盟会費規定」で負担割合が定められており、岡山県
観光連盟　総会の議決により決定する。 標準財政規模・人口・入込客数・宿泊施
設定員割等をもとに5年ごとに見直している。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 岡山県観光連盟会費規程

同類補助金などの他
市の状況

県内27市町村全部あり

類似他補助制度の有
無

美作国観光連盟負担金等

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
県単位で広域的にＰＲするには同連盟に加入することは不可欠であり、終期は設
定できない。

費用・効果の評価
岡山県と県内市町村とが連携して、岡山への観光客誘致に寄与しており、県単位
で広域的にＰＲするには同連盟に加入することは不可欠。インバウンドの観点か
らも岡山県観光連盟との共同事業は必要であり、一定の効果が挙げられている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,050,000円 平成28年度 1,050,000円

200,000円

0円

1,250,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
官民が一体となって広域的な観光振興を行う美作観光連盟の事業実施に必要な事
業費を負担する。“民”のフットワークを活かし、広域的に観光ＰＲを努めるこ
とで、真庭市への誘客を図ることを目的とする。

負担金分析シート

69 産業政策課

美作国観光連盟負担金

観光連盟負担金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
美作圏域の10の市町村と観光関連団体の官民が一体となって広域的な観光振興を
行う美作観光連盟の事業実施に必要な事業費を負担する。

美作国観光連盟　　

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）総会議決による

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 美作国観光連盟総会議決による　　

同類補助金などの他
市の状況

県北10市町村全部あり

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 美作圏域への観光客誘客について大いに寄与しており、終期は設定できない。

費用・効果の評価 美作国観光連盟との共同事業により広域観光の振興につながっている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

30,875,000円 平成28年度 30,875,000円

40,000円

0円

30,915,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 官民が一体となって広域的な観光振興を行うことを目的とする。

負担金分析シート

70 産業政策課

真庭観光連盟負担金

観光連盟負担金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
官民が一体となって広域的な観光振興を行う真庭観光連盟の運営、事業実施に必
要な事業費を負担する。また、各観光連盟と共同で、“民”のフットワークを活
かし、広域観光のＰＲに努める。

（一社）真庭観光連盟　

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
総会議決による。真庭観光連盟負担金30,875千円の中には、各観光協会への負担
金を含む。

平成19年度 10年

根拠規程等 真庭観光連盟総会議決による。

同類補助金などの他
市の状況

県内の観光誘客数の大きい市を確認（H26予算）。
倉敷市：倉敷観光コンベンションビューロー（107,019千円）
岡山市：おかやま観光コンベンション協会（134,003千円）

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。収益をあげるような事業を行っていく必要がある。

終期の設定 真庭地域の広域観光振興に大きく寄与しており、終期は設定できない。

費用・効果の評価 官民が一体となった真庭地域の広域観光振興に大きく寄与している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

320,000円 平成28年度 220,000円

40,000円

0円

360,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
広域的な観光客誘致を進めるための負担金。
観光客誘致を図ることを目的とする。

負担金分析シート

71 産業政策課

各種観光団体等負担金

各種負担金（観光）

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
各種観光団体へ負担する。
①日本の森・滝・渚協議会30,000円、②県国際観光ﾃｰﾏ地区協議会170,000円、
③県外国人観光客受入協議会 20,000円、④その他協議会等負担金100,000円、

各協議会、　各実行委員会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
会費負担金
協議会（実行委員会）の総会議決による

不明 不明

根拠規程等 各協会・協議会の会則による

同類補助金などの他
市の状況

加盟団体には同負担がある。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
広域観光への貢献度は大きく終期は設定できないが、効果を検証して必要なもの
に負担できるようにする。

費用・効果の評価
外部団体との共同事業は広域観光の発展に貢献している。
特にインバウンドでは、現地メディア・ブロガーを積極的に誘致し外国人観光客
誘致に寄与している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

3,962,000円 平成28年度 3,962,000円

40,000円

2,000,000円

6,002,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
南北連携軸の沿線市町村の物流や人的交流を促進しながら地域活性化を図ること
を目的とする。

負担金分析シート

72 産業政策課

海の市・山の市負担金

観光振興負担金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

海の市・山の市の事業費として負担する。
・中国自動車道と岡山自動車道、米子自動車道のクロスする真庭地域で、南北連
携軸の沿線市町村の特産品や郷土料理など地域ブランドを一同に集め、海の幸・
山の幸（農林水産物）等の販売コーナー及び実演販売コーナー、郷土芸能等ス
テージイベント、観光PRコーナーなどのテントが並ぶ

海の市・山の市実行委員会（11委員）

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）　真庭市3,962、岡山県1,909、新庄村443

平成8年度 21年

根拠規程等 実行委員会の総会で議決

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 平成26年度から出展料をいただき、財源の確保に努めている。

終期の設定
平成29年度で22回目を迎える。今後も岡山県北部の一大イベントとして開催して
いく方針であり終期は設定できない。

費用・効果の評価 真庭市の知名度の向上、出展者の育成、南北軸連携の強化に効果を上げている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

200,000円 平成28年度 200,000円

40,000円

0円

240,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
国道313号線沿線の各市町村・各種団体が協力して宣伝活動を展開し、知名度の向
上を図ることを目的とする。

負担金分析シート

73 産業政策課

ロマンティック街道313連絡協議会負担金

観光振興負担金

④地域活動費補助 ④地域支援に関する分野

事業の概要

国道313号線沿線の各市町村・各種団体が協力して宣伝活動を展開していくことに
対し負担する。
・国道313号線沿線の団体が協力して、ツーリングイベント、啓発看板設置、啓発
グッズ作成、配布、バスツアー、周辺清掃活動、看板清掃活動などを実施する。

ロマンティック街道313連絡協議会（真庭青年会議所）

③地域活動団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）事業費の1/2以下

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 ロマンティック街道３１３真庭連絡協議会総会議決による

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
真庭市内の地域間交流の高まり、市の知名度向上に大きく寄与しており終期は設
定できない。

費用・効果の評価
313号線沿線の看板等、事業のサイクリング関係事業においても広報活動ができて
いる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,500,000円 平成28年度 1,500,000円

1,320,000円

0円

2,820,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 商業の振興及び観光客の誘致を目的とする。

負担金分析シート

74 産業政策課

湯原の里振興プロジェクト負担金（湯原）

観光振興負担金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

湯原地域の観光振興を図るため負担する。
・湯原地域の観光振興を図るため観光客ニーズを踏まえながら、農林業、商工業
と一体となった湯原の豊かな自然と地域性を発揮できる環境整備、受入体制の整
備、宣伝活動等を積極的かつ計画的に事業を推進する。

湯原の里振興プロジェクト委員会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
市が150万円を負担し、観光協会と旅館組合がそれぞれ75万円を負担する。
また、事業内容により300万を超過場合は、観光協会と旅館組合が負担する。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 湯原の里振興プロジェクト委員会総会議決による

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 平成29年度を目途に組織の在り方を再検討する。

費用・効果の評価

誘客につながるよう１年を通してイベントを展開しているが、宿泊客増につな
がっていない。
滞在型のイベントや蒜山・勝山などと連携し、来訪者を増やす仕組みづくりを
図っていく。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

2,355,000円 平成28年度 2,355,000円

40,000円

320,000円

2,715,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 美作圏域が一体となってPR活動を行い、誘客を図ることを目的とする。

負担金分析シート

75 産業政策課

1300年継続事業負担金

観光振興負担金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

1300年継続事業として美作圏域が一体となったPR活動経費等に負担する。
・県北の10市町村が一体となって、発信する体制が整った。首長会議で「3年経過
後、効果を再評価する」ことが決まっている。広域での活動効果が徐々に表れて
きていることから継続することとなった。

美作国観光連盟

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）参加自治体の負担割合による（10市町村）

平成26年度 3年

根拠規程等 美作国観光連盟総会議決による

同類補助金などの他
市の状況

構成10市町村

類似他補助制度の有
無

美作国観光連盟負担金の一部

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 3年間（H29～31）とし、事業効果により検討していく。

費用・効果の評価 美作国観光連盟との共同事業により広域観光につながっている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

30,000円 平成28年度 30,000円

4,000円

0円

34,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 全国の温泉情報や知識の提供を目的とする。

負担金分析シート

76 産業政策課

日本温泉協会負担金(湯原）

温泉事業特別会計事業

①団体運営費補助 ②産業振興分野

事業の概要 全国の温泉情報や知識の提供等としての年会費として負担する。

一般社団法人　日本温泉協会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）日本温泉協会負担金　30,000円/年

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 日本温泉協会定款

同類補助金などの他
市の状況

市町村66、観光協会等団体79、企業84、医療機関等個人32の計261団体

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 温泉事業特別会計

終期の設定
東京等でのイベント、広報紙への掲載等真庭市内の温泉を全国発信することがで
き、湯原温泉を西の横綱として認めた団体の母体でもある事から脱退による終期
の設定はできない。

費用・効果の評価 機関紙等により他の温泉地の情報を得る

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

45,000円 平成28年度 45,000円

4,000円

0円

49,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
環境省指定の国民保養温泉地相互の連絡を緊密にし、温泉利用施設の整備及び環
境の改善に資すること並びに国民保養温泉地の普及に努めその利用を拡大するこ
とを目的とする。

負担金分析シート

77 産業政策課

国民保養温泉地協議会負担金（湯原）

温泉事業特別会計事業

①団体運営費補助 ②産業振興分野

事業の概要
全国の保養温泉地の情報や知識の提供等としての年会費を負担する。

国民保養温泉地協議会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）国民保養温泉地協議会負担金　45,000円/年

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 国民保養温泉地協議会規約

同類補助金などの他
市の状況

市町村94団体

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 温泉事業特別会計

終期の設定
全国でも数少ない国民保養温泉地として認められ、今後も継続して指定を受ける
予定であることから脱退による終期の設定は行わない。

費用・効果の評価
温泉利用の効果が期待され健全な温泉地として環境省に指定されたもので優位で
ある。
協議会の発行するパンフレットやガイドブックにより温泉地の周知がされる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

700,000円 平成28年度 700,000円

24,000円

2,000,000円

2,724,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

交付目的 農商工連携等による産業振興を図ることを目的とする

負担金分析シート

78 産業政策課

真庭市産業サポートセンター運営活動事業負担金

農商工連携等推進事業

①団体運営補助 ②産業振興分野

事業の概要

真庭市産業サポートセンターが、新たな地域産業の振興等を図るために必要な活
動費として負担する。
①産業振興に関する相談・提案受付、②市内企業・業界動向などの情報収集、③
市内企業向け情報提供・セミナー開催、④産業サポートセンター支援事業等の実
施、⑤真庭ブランドの推進支援、⑥構成組織間の情報交換・課題共有

真庭市産業サポートセンター（構成団体：市、商工会、JAまにわ、JAびほく）

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）サポートセンター運営活動事業　負担金　700,000円

平成20年度 9年

根拠規程等 美作国観光連盟総会議決による

同類補助金などの他
市の状況

①津山市（つやま新産業創出機構への運営費補助金）　Ｈ８．４～開始
→アドバイザー人件費補助（２人分：７４３万円→Ｈ２５年度予算）

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
農商工連携の推進が図られ、支援事業が事業者に認知されたにも関わらず、募集
しても応募がなくなったとき。

費用・効果の評価

市内事業者間等の新連携による新商品開発や新たなビジネスモデルの仕組みづく
りなどのきっかけづくりの他、諸事業を通じ市内企業の競争力強化に寄与してい
る。また、これを機に更なる事業拡大に繋がれば、新たな雇用の創出も期待でき
る。



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

500,000円 平成28年度 500,000円

20,000円

20,000円

540,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

交付目的
　真庭あぐりネットワーク推進協議会は、園芸相談員による農家の指導及び販売
面からの小規模農家の支援等、真庭市の進める農業振興の一翼を担う協議会であ
り、当協議会の活用を支えることを目的とする。

負担金分析シート

79 農業振興課

真庭あぐりネットワーク推進協議会負担金

真庭あぐりネットワーク推進事業

①団体運営費補助 ②産業振興分野

事業の概要

　真庭あぐりネットワーク推進協議会に対して負担する。
　真庭あぐりネットワーク推進協議会は、市内農畜産業の重要な担い手である小
規模農家も参加できる新たな販売・流通体制の確立等、販売・流通面からのアプ
ローチにより、売れる農畜産品の出荷による生産者の意欲の向上・生産拡大・所
得増加につなげるべく、平成23年5月に真庭市、ＪＡ及び直売所等により設立され
た。
　具体的な事業として、市内の農家を指導する「まにわ園芸相談員」の制度を設
けているほか、市内の主要な直売所をＡネットで結び、南北に広がりのある市の
気候差を生かして市内直売所間で農産物を流通させる「南北流通事業」のほか、
京阪神大消費地での事業展開として、大阪府高槻市に産地直売所「真庭市場」を
設けている。

　真庭あぐりネットワーク推進協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）真庭市が主体となって協議会を設立しており、真庭市負担金50万円。

平成23年度 6年

根拠規程等 真庭あぐりネットワーク推進協議会規約

同類補助金などの他
市の状況 無

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し 一般財源で対応する。

終期の設定
農家の支援事業を実施しており、農家の所得向上・生きがいづくりに向けて必要
であり終期は設定できない。

費用・効果の評価
真庭あぐりネットワーク推進協議会を維持するために必要なものである。
協議会では、農家の支援事業を実施しており、農家の所得向上・生きがいづくり
に向けて、効果を発揮していると評価できる。



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

3,500,000円 平成28年度 3,500,000円

160,000円

0円

3,660,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
　蒜山地域の農業振興を図ることを目的とする。農作業受託や蒜山たい肥セン
ターの運営、地域特産品の開発及び販売促進や都市住民との農業体験を実施する
ため交付する。

負担金分析シート

80 農業振興課

　蒜山農業公社負担金

　農業公社負担金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
　蒜山地域の農作業請負や地域特産品の開発や都市住民との農業交流体験を実施
している農業公社へ負担する。

　蒜山農業公社

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）　出資額3,500万円×10％

　平成17年度 　12年

根拠規程等 　蒜山農業公社定款

同類補助金などの他
市の状況

　他市状況については確認不可。

類似他補助制度の有
無

　なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
　廃止の場合、蒜山地域への影響は非常に大きいと思われるため終期は設定でき
ない。しかし、市が継続して助成することは困難であり、団体に経営改善を求め
ていく。

費用・効果の評価 　明確な費用対効果を図りがたい。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

33,000円 平成28年度 32,000円

4,000円

0円

37,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
ＪＡびほく農協管内のニューピオーネのＰＲや生産振興を図ることを目的とす
る。

負担金分析シート

81 農業振興課

びほく地域ニューピオーネ生産振興協議会負担金

各種負担金（農業費）

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
ＪＡびほく管内のニューピオーネの生産振興大会や、東京・大阪等へのトップ
セールス・組合員の研修会等を実施するための関係機関の負担金。作付面積に応
じて算出しており、平成31年度まで同額の予定。

ＪＡびほく地域ニューピオーネ生産振興協議会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
びほく地域ニューピオーネ生産振興協議会の積算による額（ピオーネ作付け面積
等に応じて算出）

平成17年度 12年

根拠規程等 ＪＡびほく地域ニューピオーネ生産振興協議会総会で決定

同類補助金などの他
市の状況

高梁市、吉備中央町で同様の負担金有

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
ＪＡびほく管内の構成市町およびＪＡで構成しており、単独で終期は設定できな
い。

費用・効果の評価 ＪＡびほく管内のぶどうの振興や生産振興を図るために寄与している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

80,000円 平成28年度 80,000円

4,000円

0円

84,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 ＪＡまにわ管内の花きの生産振興を図ることを目的とする。

負担金分析シート

82 農業振興課

ＪＡまにわ花き共進会負担金

各種負担金（農業費）

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
ＪＡまにわ管内の花きの生産振興大会や組合員の研修会等を実施するための負担
金。

ＪＡまにわ花き部会協議会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）年間の負担金として80,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 ＪＡまにわ花き部会協議会総会で決定

同類補助金などの他
市の状況

新庄村に同様の負担金有

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
ＪＡまにわ管内の新庄村およびＪＡで構成しており、単独で終期は設定できな
い。

費用・効果の評価 ＪＡまにわ管内の花きの生産振興や生産意欲向上を図るために寄与している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

30,000円 平成28年度 30,000円

4,000円

0円

34,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
ＪＡまにわ管内のぶどうの生産振興を図ることを目的とする。
ＪＡまにわぶどう共進会入賞者等の賞品負担金

負担金分析シート

83 農業振興課

ＪＡまにわぶどう共進会負担金

各種負担金（農業費）

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
ＪＡまにわ管内のぶどうの生産振興を図る共進会や生産振興大会に対して負担す
る。

ＪＡまにわぶどう生産組織協議会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）年間の負担金として30,000円

17年度 12年

根拠規程等 ＪＡまにわぶどう生産組織協議会総会で決定

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
ＪＡまにわ管内のぶどうの生産振興や生産意欲向上に寄与しており、終期設定は
難しい。

費用・効果の評価 ＪＡまにわ管内のぶどうの生産振興や生産意欲向上を図るために寄与している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

700,000円 平成28年度 750,000円

40,000円

0円

740,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
蒜山地域の特色を生かした、栽培体系の確立と生産者の意欲の向上を図ることを
目的とする。

負担金分析シート

84 農業振興課

蒜山地域園芸施設振興協議会負担金

各種負担金（農業費）

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
蒜山地域の特色を生かした園芸品目（野菜・花き・果樹・エノキ茸等）の生産や
販売振興を図るために試験栽培・展示圃・PR資材・講演会等を行い、農業振興に
努めていることに対し負担する。

蒜山地域園芸施設振興協議会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）真庭市とＪＡまにわで50%ずつ負担。

平成17年度 12年

根拠規程等 蒜山地域園芸施設振興協議会総会で決定される。

同類補助金などの他
市の状況

他市状況については確認不可。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 蒜山地域の園芸振興に役立っており終期は設定できない。

費用・効果の評価
蒜山地域の園芸品目（野菜・花き・果樹・エノキ茸等）のための、試験・展示
圃・PR資材・講演会等に使用し、生産振興に役立っている。

見直しの結果、平成28年度から段階的に削減を行っている。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

21,000円 平成28年度 21,000円

4,000円

0円

25,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
優良種子の普及・品質の改善の円滑化を図り、生産者の所得安定を図ることを目
的とする。

負担金分析シート

85 農業振興課

岡山県穀物改良協会負担金

各種負担金（農業費）

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
岡山県内の稲・麦・大豆等の生産性の向上を目途とし、優良種子の普及・品質の
改善の円滑化を図り、生産者の所得安定を図るため負担する。

岡山県穀物改良協会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
県内全市町村および全ＪＡが加入している協会。
年間の負担金として21,000円。

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県穀物改良協会により

同類補助金などの他
市の状況

県内全市町村に負担金割当あり。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
有料種子の提供を受けて、穀物類の生産振興を図るために必要であり、終期は設
定できない。

費用・効果の評価 優良種子や様々な情報提供を受けることができる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 農村地域の効果的な定住条件整備のための情報交換を行うことを目的とする。

負担金分析シート

86 農業振興課

全国中山間地域振興対策協議会負担金

各種負担金（農業費）

②事業費補助 ②産業振興分野
④地域支援分野

事業の概要
全国中山間地域振興対策協議会の賛助会員として負担する。
賛同会員から集めた負担金を基に、事務研修会及び現地研究会の開催、機関紙の
発行等の諸事業の実施

全国中山間地域振興対策協議会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）年会費として10千円（賛助会員）

  

根拠規程等 山村振興法

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定
平成26年10月27日に全国中山間地域振興対策協議会事務局あてに退会届を提出。
平成27年度より退会済。

費用・効果の評価 明確な費用対効果を図りがたい。

見直しの結果、平成27年度をもって廃止した。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

900,000円 平成28年度 0円

40,000円

0円

940,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
野菜生産農家が生産した野菜価格の大幅な下落を防ぐとともに、消費者へ岡山県
産野菜の安定供給を行うことを目的とする。

負担金分析シート

87 農業振興課

野菜価格安定対策事業補助金

農業振興各種補助金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

野菜生産農家が生産した野菜価格の大幅な下落を防ぐとともに、消費者へ岡山県
産野菜の安定供給を行うため負担する。加入団体相互の補助金による支援制度で
あり、天候が安定していれば野菜の生産が安定しているため補助額は少なくて済
むが、大災害などが発生し野菜の生産に支障が出ると補助額は増える。

岡山県野菜生産安定基金協会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）野菜の作柄による。

平成17年度 12年

根拠規程等 野菜生産出荷安定化法

同類補助金などの他
市の状況

他市状況については確認不可。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 野菜生産出荷安定化法による負担であり、終期は設定できない。

費用・効果の評価 野菜価格の安定を維持し、農家への減収を補填している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

185,000円 平成28年度 175,000円

4,000円

0円

189,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
能力の高い家畜の生産により、畜産経営の安定化と消費者の食の安全・安心を目
的とする。

負担金分析シート

88 農業振興課

真庭地域畜産共進会負担金

畜産共進会負担金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要 真庭地域畜産共進会の共進会開催経費として負担する。

真庭地域畜産共進会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）6万円（出品旧町村各1万円）＋出品頭数割（5,000円×25頭）

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭地域畜産共進会の負担取り決めによる

同類補助金などの他
市の状況

津山市、美作市、高梁市、新見市、吉備中央町、鏡野町、奈義町、久米南町、新
庄村、西粟倉村

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
共進会は、畜産農家が日頃の改良の成果を競う場であると同時に今後の改良への
参考となる重要な行事であり終期は設定しない。

費用・効果の評価
共進会は、畜産農家が日頃の改良の成果を競う場であると同時に今後の改良への
参考となる重要な行事であり、開催を存続させるのに必要である。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

106,000円 平成28年度 82,325円

4,000円

0円

110,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
能力の高い家畜の生産により、畜産経営の安定化と消費者の食の安全・安心を目
的とする。

負担金分析シート

89 農業振興課

びほく地区畜産共進会負担金

畜産共進会負担金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要 びほく地区畜産共進会の共進会開催経費として負担する。

びほく農業協同組合

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）経費の1/2を平等割＋農家戸数割＋飼育頭数割＋出品頭数割で算出

平成17年度 12年

根拠規程等 びほく地区畜産共進会の負担取り決めによる

同類補助金などの他
市の状況

津山市、美作市、高梁市、新見市、吉備中央町、鏡野町、奈義町、久米南町、新
庄村、西粟倉村

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
共進会は、畜産農家が日頃の改良の成果を競う場であると同時に今後の改良への
参考となる重要な行事であり終期は設定しない。

費用・効果の評価
共進会は、畜産農家が日頃の改良の成果を競う場であると同時に今後の改良への
参考となる重要な行事であり、開催を存続させるのに必要である。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

480,000円 平成28年度 474,160円

4,000円

0円

484,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
能力の高い家畜の生産により、畜産経営の安定化と消費者の食の安全・安心を目
的とする。

負担金分析シート

90 農業振興課

蒜山地区乳牛共進会負担金

畜産共進会負担金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要 蒜山地区乳牛共進会の共進会開催経費として負担する。

蒜山地区乳牛共進会実行委員会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）均等割（10万円）＋頭数割（120円/頭×3,160頭）

平成17年度 12年

根拠規程等 蒜山地区乳牛共進会の負担取り決めによる

同類補助金などの他
市の状況

津山市、美作市、高梁市、新見市、吉備中央町、鏡野町、奈義町、久米南町、新
庄村、西粟倉村

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し 一般財源

終期の設定
共進会は、畜産農家が日頃の改良の成果を競う場であると同時に今後の改良への
参考となる重要な行事であり終期は設定しない。

費用・効果の評価
共進会は、畜産農家が日頃の改良の成果を競う場であると同時に今後の改良への
参考となる重要な行事であり、開催を存続させるのに必要である。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
ホルスタインの預託による子牛育成に係る農家の労働力の低減及びジャージー牛
の肥育よる利用価値の向上を目的とする。

負担金分析シート

91 農業振興課

一般社団法人真庭市畜産公社会費

畜産公社補助金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

真庭市畜産公社事業に対し負担する。
畜産公社は、ホルスタインの預託（月平均60頭を目標）により、子牛育成に係る
農家の労働力の低減がなされている。また、ジャージー肥育牛の預託（月平均50
頭を目標）も行っており、これまで、乳牛としての利用のみだったジャージー牛
に食用という新たな利用価値の創造へ貢献している。

一般社団法人真庭市畜産公社

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）総会において決定。

平成17年度 12年

根拠規程等 一般社団法人真庭市畜産公社定款

同類補助金などの他
市の状況

矢掛町

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
平成27年度末をもって畜産公社の解散が決定したので、平成27年度をもって廃止
とした。

費用・効果の評価
公共育成牧場の維持により、畜産農家の育成への労力負担の軽減が図られてい
る。また、ジャージー牛の肥育場としての機能維持にも貢献している。

見直しの結果、平成27年度をもって廃止した。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

80,520円 平成28年度 78,000円

4,000円

0円

84,520円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
美作地域の市町村及び関係団体の連絡協調を密にし、地域の畜産振興を図ること
を目的とする。

負担金分析シート

92 農業振興課

美作地域畜産振興協議会負担金

各種負担金（畜産業費）

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
美作地域の市町村及び関係団体の連絡協調を密にし、地域の畜産振興を図るため
の事業に対して負担する。

美作地域畜産振興協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
総会で決定された額（基本負担金（1万円）＋戸数割（畜産農家戸数157戸×430円
/戸））
（端数は千円単位で切り上げ）

平成17年度 12年

根拠規程等 美作地域畜産振興協議会規約

同類補助金などの他
市の状況

津山市、美作市、鏡野町、美咲町、久米南町、勝央町、奈義町、新庄村、西粟倉
村

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
近隣市町村の状況や県の情報、畜産を取り巻く各種状況の情報を得ることができ
ることから、終期は設定しない。

費用・効果の評価
近隣市町村の状況や県の情報、畜産を取り巻く各種状況の情報を得ることができ
る。また、協議会の事業として行う堆肥分析等が受けられる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

交付先

交付先の分類

300,000円 平成28年度 300,000円

4,000円

0円

304,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

②事業推進団体

負担金分析シート

93 農業振興課

蒜山イキイキ楽酪協議会負担金

各種負担金（畜産業費）

性質別分類 ②事業費補助
②産業振興分野
④地域支援分野
⑥教育文化振興分野

分野別分類

事業の概要
蒜山地域のジャージー酪農を核とした農業農村の新たな魅力を創出するため、関
係機関の協働のもと、市内小学校等での食育活動や、各種体験・参加型企画の実
施、特産品開発、情報発信等の事業に対して負担する。

蒜山イキイキ楽酪協議会

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的

蒜山地域のジャージー酪農を核とした農業農村の新たな魅力を創出するため、関
係機関の協働のもと、市内小学校等での食育活動や、各種体験・参加型企画の実
施、特産品開発、情報発信等の事業をおこない、蒜山地域の更なる活性化を図る
ことを目的とする。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 蒜山地域及びジャージー牛の振興を図るため終期は設定しない。

費用・効果の評価

蒜山地域及びジャージー乳製品のＰＲ・情報発信、食育活動、各種体験事業の企
画等、様々な活動をおこなっており、明確な費用効果は図りがたい。しかし、体
験事業や食育活動等各種事業への参加者の評価は高く、一定の効果が得られてい
るものと考えられる。

積算根拠（交付金額）蒜山イキイキ楽酪協議会通知

平成19年度 10年

根拠規程等 蒜山イキイキ楽酪協議会規約



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

50,000円 平成28年度 50,000円

4,000円

0円

54,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
「備中牛」の銘柄確立のため、広報宣伝を展開し、販売促進及び拡大を図ること
を目的とする。

負担金分析シート

94 農業振興課

備中牛銘柄推進協議会負担金

各種負担金（畜産業費）

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
「備中牛」の銘柄確立のため負担する。広報宣伝を展開し、販売促進及び拡大を
図るとともに、農家への巡回指導を実施し、飼育技術の向上と衛生管理体制の強
化を行う。

備中牛銘柄推進協議会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）総会で決定される金額

平成24年度 5年

根拠規程等 備中牛銘柄推進協議会規約

同類補助金などの他
市の状況

高梁市、吉備中央町

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 「備中牛」銘柄確立へ寄与しており終期は設定しない。

費用・効果の評価 「備中牛」銘柄確立へ寄与している。

見直しの結果、平成27年度に削減を行った。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

35,000円 平成28年度 35,000円

4,000円

0円

39,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
　全国における山村地域振興のため、この地域に関係のある市町村長及び国会議
員の相互間の緊密な連絡と提携により、山村の経済、文化、社会等各面の開発向
上を促進し、あわせて住民の生活と福祉の向上を図ることを目的とする。

負担金分析シート

95 農業振興課

全国山村振興連盟会費

県山村振興連盟会負担金

⑤法令等義務的補助 ②産業振興分野
④地域支援分野

事業の概要
全国における山村地域振興のため、この地域に関係のある市町村長及び国会議員
の相互間の緊密な連絡と提携により、山村の経済、文化、社会等各面の開発向上
を促進し、あわせて住民の生活と福祉の向上を図るため負担する。

全国山村振興連盟

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）年会費として35,000円(市町村会費定額)

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 山村振興法

同類補助金などの他
市の状況

津山市35,000円　　新見市35,000円　　西粟倉村35,000円

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 県下の市町村で構成されている団体であり、単独で終期は設定できない。

費用・効果の評価 明確な費用対効果を図りがたい。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 1,238,964円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 　家畜衛生センターの運営を目的とする。

負担金分析シート

96 農業振興課

家畜衛生センター運営推進協議会負担金

家畜衛生センター運営協議会負担金

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

奈義町にある家畜の焼却場の負担金（県内10市町村（真庭市、津山市、美作市、
鏡野町、美咲町、久米南町、勝央町、奈義町、新庄村、西粟倉村）及び関係団体
（真庭、津山、勝英、びほくの各農協及びおかやま酪農業協同組合）で負担して
いる。）

家畜衛生センター運営推進協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）（均等割＋頭数割＋財政指数割）

平成17年度 11年

根拠規程等 家畜衛生センター運営推進協議会規約

同類補助金などの他
市の状況

津山市、美作市、鏡野町、美咲町、久米南町、勝央町、奈義町、新庄村、西粟倉
村

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 平成27年度で終了し、平成28年度に施設を解体。

費用・効果の評価
死亡獣畜の衛生的かつ効率的な処理に欠かせない施設であったが、一定の役割を
終えたため、廃止とする。

見直しの結果、平成28年度をもって廃止した。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

100,000円 平成28年度 10,000円

8,000円

0円

108,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 全国土地改良大会に参加することを目的とする。

負担金分析シート

97 農林土木課

全国土地改良大会負担金

農地経常管理費（全国土地改良大会参加事業）

⑤法令等義務的補助 ③建設事業分野

事業の概要 全国土地改良大会への参加経費を負担する。

土地改良事業団体連合会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
青森県大会
1名分　参加費　　　10,000円
旅費及び宿泊費　　90,000円

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 真庭市職員等の旅費に関する条例
真庭市職員等の旅費に関する条例施行規則

同類補助金などの他
市の状況

他市も同じ

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 今後も効果を検証し継続する。

費用・効果の評価 義務的なもの。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

14,000円 平成28年度 14,000円

40,000円

0円

54,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的

美作地域農業農村整備事業推進協議会の事業支援を目的とする。
①農業農村整備事業の計画樹立及びその実施についての支援②各市町村農業農村
瀬作の相互連絡連携
③農業・農村振興に係る調査研究④会員の教育研修⑤その他

負担金分析シート

98 農林土木課

美作地域農業農村整備事業推進協議会負担金

農地経常管理費（美作地域農業農村整備事業）

⑤法令等義務的補助 ③建設事業分野

事業の概要 美作地域農業農村整備事業推進協議会に負担する。

美作地域農業農村整備事業推進協議会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
均等割　　3,000円　　　　　　　農地面積割　　11,000円
・平成26年度改定

平成17年度 12年

根拠規程等 美作地域農業農村整備事業推進協議会規約　（第11条2）

同類補助金などの他
市の状況

他市も同じ

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 今後も効果を検証し継続する。

費用・効果の評価 義務的経費である。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,102,750円 平成28年度 1,102,750円

40,000円

0円

1,142,750円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
市街地内を通水している農業用排水路について、維持管理費を補助することによ
り通年通水し、防火用水としての利用、雑排水の処理を図り、防災体制の整備と
良好な環境整備を図ることを目的とする。

負担金分析シート

99 農林土木課

土地改良区等水路清掃負担金

各種土地改良区補助金

②事業費補助 ③建設事業分野

事業の概要
土地改良区等が用排水路に通年通水するために実施する清掃活動に対する負担
金。

各土地改良区等

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）13地区　1,102,750円

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 真庭市補助金交付規則
農林漁業団体等組織活動促進事業補助金

同類補助金などの他
市の状況

不明

類似他補助制度の有
無

魅力ある地域づくり事業補助金

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定
低予算で通年通水が確保でき、防火用水の確保、排水路の衛生管理確保ができて
おり、終期は設定できない。

費用・効果の評価
低予算で通年通水が確保でき、防火用水の確保、排水路の衛生管理確保ができて
いる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

760,000円 平成28年度 676,000円

20,000円

0円

780,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 岡山県森林協会の会員となることを目的とする。

負担金分析シート

100 農林土木課

岡山県森林協会会費

治山林道協会負担金

①団体運営補助 ③建設事業分野

事業の概要 岡山県森林協会会費として負担する。

岡山県森林協会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）

一般会費　3,000円（平等割）　・治山　　事業費1億円以下　　3.0/1,000
特別会費　757,000円(前年度事業費割) 事業費1億円超　　　 1.0/1,000
 ・治山災害復旧　　0.5/1,000　　・林道　　事業費1億円以下　　1.2/1,000 事
業費1億円超　　　　1.0/1,000

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 一般社団法人岡山県森林協会定款
第7条　及び　第13条

同類補助金などの他
市の状況

他市も同じ

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 事業推進において必要とされるため、終期は設定できない。

費用・効果の評価
同会の会員となることで、低額で設計委託できるなどの技術支援を受けることが
出来る。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

510,000円 平成28年度 510,000円

20,000円

0円

530,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

負担金分析シート

費用・効果の評価

終期の設定

財源確保の見通し

類似他補助制度の有
無

同類補助金などの他
市の状況

会員間の情報共有が図れ、治山林道関係だけでなく、有害鳥獣駆除の推進や苗木
生産の振興など林業振興分野での効果も大きい。

治山林道関係及び林業振興分野での効果も大きいことから終期は設定できない。

一般財源による対応。

なし

根拠規程等

会費　10,000円・治山事業　（前年度事業実績×1.5/1,000）
負担金　686,574円(前年度事業費割)・林道事業　（前年度事業実績×
1.0/1,000）
上限500,000円

事務局事務費換算③

交付事務費換算②

交付目的
岡山県美作県民局管内における治山治水事業及び林道事業の拡充促進を図ること
を目的とする。

101

①団体運営補助

治山林道協会負担金

美作地区治山林道協会会費及び負担金

③建設事業分野

美作地区治山林道協会会費及び分担金

農林土木課

事業の概要

美作地区治山林道協会

①公共的団体

交付金額の計算
事務局事務人工数から計算

交付事務人工数から計算

平成29年度交付予定金額①

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

他市も同じ

積算根拠（交付金額）

交付金額（事務費込）④

平成16年度以前 平成16年度以前～

美作地区治山林道協会規約
第11条



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,100,000円 平成28年度 1,100,000円

24,000円

2,188,000円

3,312,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

交付目的
産学官連携の推進やバイオマスリファイナリー事業の創出および人材育成等を図
ることを目的とする。

負担金分析シート

102 林業・バイオマス産業課

真庭市バイオマスリファイナリー事業推進協議会運営費負担金

バイオマス産業創出事業

①団体運営補助 ②産業振興分野

事業の概要

真庭市バイオマスリファイナリー事業推進協議会の構成団体として負担する。
・企業、大学、研究機関、行政等で真庭市バイオマスリファイナリー事業推進協
議会を設置（H22．6）し、バイオマス産業の創出等を図る。
①バイオマスリファイナリーの研究・開発及び事業化　②バイオマス関連産業の
人材育成　③産学官連携　④産業クラスターの推進

真庭市バイオマスリファイナリー事業推進協議会
※会員数　真庭市含め14機関が加入

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
当初　真庭市バイオマスリファイナリー事業推進協議会運営費負担金　1,100,000
円

平成22年度 7年

根拠規程等 真庭市バイオマスリファイナリー事業推進協議会総会議決による。

同類補助金などの他
市の状況

無

類似他補助制度の有
無

無

財源確保の見通し

地域内の新たな産業・雇用創出を図る施策であり、財源確保は国や県の施策・予
算措置状況による。
平成28年度は岡山バイオマス地域イノベーション創出支援補助金（県補助金）を
活用し実施。

終期の設定
木質バイオマス資源等を活用した高機能・高付加価値製品を生み出す市内企業が
自立し、地域への波及効果（新産業創出や雇用創造）が現れたと判断されたタイ
ミングで継続支援の可否を判断する。

費用・効果の評価
身近な木質資源等を有効活用する企業の研究開発・事業化への支援であり、初期
段階では相応の投資（支援）を必要とするが、継続支援により企業の自立化や用
途開発が進み、種々の商品化に至れば、地域産業に好影響を及ぼす。



３．見直しの状況

見直しの結果、平成28年度に削減を行った。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

50,000円 平成28年度 5,000円

24,000円

0円

74,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

交付目的
産学官連携やバイオマスリファイナリー事業の創出および人材育成を図ることを
目的とする。
（事業推進上必要な研修会等への参加費用負担金）

負担金分析シート

103 林業・バイオマス産業課

真庭市バイオマスリファイナリー事業推進協議会運営費負担金（研修会参加負担金）

バイオマス産業創出事業

①団体運営補助 ②産業振興分野

事業の概要

真庭市バイオマスリファイナリー事業推進協議会の構成団体として負担する。
・企業、大学、研究機関、行政等で真庭市バイオマスリファイナリー事業推進協
議会を設置（H22．6）し、バイオマス産業の創出等を図る。
①バイオマスリファイナリーの研究・開発及び事業化　②バイオマス関連産業の
人材育成　③産学官連携　④産業クラスターの推進

真庭市バイオマスリファイナリー事業推進協議会
※会員数　真庭市含め14機関が加入

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）当初　研修会等参加負担金　50,000円

平成22年度 7年

根拠規程等 真庭市バイオマスリファイナリー事業推進協議会総会議決による

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し
地域内の新たな産業・雇用創出を図る施策であり財源確保は国や県の施策・予算
措置状況による。

終期の設定
木質バイオマス資源を活用した高機能・高付加価値製品を生み出す市内企業が自
立し、地域への波及効果（新産業創出や雇用創造）が現れたと判断されたタイミ
ングで継続支援の可否を判断。

費用・効果の評価
身近な木質資源等を有効活用する企業の研究開発・事業化への支援であり、初期
段階では相応の支援を必要とするが、継続支援により企業の自立化や用途開発が
進み、種々の商品化に至れば、地域産業に好影響を及ぼす。



３．見直しの状況

見直しの結果、平成28年度に削減を行った。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

455,000円 平成28年度 487,080円

40,000円

0円

495,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 地域の林業振興を目的とする。

負担金分析シート

104 林業・バイオマス産業課

松茸山保護料

公有林整備事業

⑤法令等義務的補助 ②産業振興分野

事業の概要
・市有林の松茸山入山権売払に係る収入に対し、発生する地元保護料として負担
する
・施業地域、契約額により金額が決定。

入札施行箇所の地区（上＝勝山、余野上・余野下＝久世、上山＝落合）

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）契約金額に対し地元との契約（覚書等）で定めている割合で算出。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 地元との契約（覚書等）

同類補助金などの他
市の状況

他市状況については確認不可。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し
市有林施業（松茸山入山権入札）に係る収入に対し定められた率で発生するもの
であるため、財源は収入を持ってかえられる。

終期の設定
保護料は合併以前からの地元との契約（覚書）であり、終期の設定は困難であ
る。

費用・効果の評価 なし

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

600,000円 平成28年度 1,990,033円

40,000円

0円

640,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 地域の林業振興を目的とする。

負担金分析シート

105 林業・バイオマス産業課

地元保護料

公有林整備事業

⑤法令等義務的補助 ②産業振興分野

事業の概要

・市有林施業（搬出間伐、皆伐等）に係る収入に対して発生する地元保護料とし
て負担する。
・施業地域、契約額により金額が決定。
（立木売払収入から必要経費を差し引きし、収益金があった場合に発生するも
の。）

市有林施業（搬出間伐、皆伐）地区

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）契約金額に対し地元との契約（覚書等）で定めている割合で算出。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 地元との契約（覚書等）

同類補助金などの他
市の状況

他市状況については確認不可。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し
市有林施業（搬出間伐等）に係る収入に対し定められた率で発生するものである
ため、財源は収入を持ってかえられる。

終期の設定
保護料は合併以前からの地元との契約（覚書）であり、終期の設定は困難であ
る。

費用・効果の評価 なし

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

11,000円 平成28年度 10,710円

4,000円

0円

15,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 作業道ミノウ谷線の維持管理を目的とする。

負担金分析シート

106 林業・バイオマス産業課

ミノウ谷作業道線維持管理負担金

公有林経常管理費

③建設事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
林道・作業道ミノウ谷線愛護会規約により定められた、維持管理費用を負担す
る。

林道・作業道ミノウ谷線愛護会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
愛護会の規約で、土地の面積に対し１反２００円の賦課金が定められている。
（真庭市面積：53,536㎡）

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 林道・作業道ミノウ谷線愛護会規約

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 維持管理していくうえで必要であり、終期の設定は困難である。

費用・効果の評価
維持管理していく上で、地権者全員で負担金を積み立て保全している。緊急の対
応も可能で
あり、必要以上の支出も発生しない。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

19,000円 平成28年度 11,090円

4,000円

0円

23,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 萩谷作業道維持管理を目的とする。

負担金分析シート

107 林業・バイオマス産業課

萩谷作業道維持管理負担金

公有林経常管理費

③建設事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要 萩谷作業道維持管理作業にかかる経費を負担する。

萩谷林道管理組合

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
萩谷林道管理組合規約により、１０ａあたり１００円、均等分５００円

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 　萩谷林道管理組合規約

同類補助金などの他
市の状況

なし

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 維持管理していくうえで必要であり、終期の設定は困難である。

費用・効果の評価
維持管理していく上で、地権者全員で負担金を積み立て保全している。緊急の対
応も可能であり、必要以上の支出も発生しない。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

10,000円 平成28年度 10,000円

4,000円

0円

14,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 さくらの植樹・愛護等行い、さくら振興事業の推進を目的とする。

負担金分析シート

108 林業・バイオマス産業課

日本さくらの会負担金

各種負担金（林業費）　　　

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要
公益社団法人日本さくらの会への負担金
さくらの植樹・愛護等を行い、さくら振興事業（宝くじ桜配布事業、さくら食育
事業等）を推進する。

公益社団法人日本さくらの会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）公益社団法人日本さくらの会賛助会員規程による。

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 公益社団法人日本さくらの会賛助会員規程

同類補助金などの他
市の状況

他市状況については確認不可。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
森林公園等で桜の苗木を無償で提供してもらったことがある。
今後５年以内の活用実績により廃止も検討する。

費用・効果の評価
さくらの育成活動によって地域の景観の向上、環境整備に寄与し将来の桜の名所
と称されるような地域を目指している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

150,000円 平成28年度 150,000円

4,000円

0円

154,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
森林の保全や美しい森づくりを推進し、林業の振興と地域材の需要拡大を図るこ
とを目的とする。
（つどいの開催目的）

負担金分析シート

109 林業・バイオマス産業課

森林を考える岡山県民のつどい実行委員会負担金

各種負担金（林業費）

⑤法令等義務的補助 ②産業振興分野

事業の概要 森林を考える岡山県民のつどいに対する県北市町村の負担金

森林を考える岡山県民のつどい実行委員会（津山市議会事務局内）

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）県北地域の４市５町２村で９０万円を負担。

平成１２年度 １７年

根拠規程等 森林を考える岡山県民のつどい実行委員会により

同類補助金などの他
市の状況

県北の市町村が加盟している。

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
多くの市町村が加入した岡山県北議員連盟が実施主体であり、終期の設定は困難
である。

費用・効果の評価
著名な講師による講演等もあり、参加者にとって有意義な県民のつどいである
が、負担金を減額できないかを協議する。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

500,000円 平成28年度 500,000円

4,000円

0円

504,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
高品質の地域材を需要者ニーズに対応し、安定的に供給することで、真庭地域の
林業・木材産業の振興を図ることを目的とする。

負担金分析シート

110 林業・バイオマス産業課

真庭システム協議会負担金

各種負担金（林業費）　　　　

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

真庭システム協議会の構成団体として負担する。
・構成団体＝真庭システム協議会は行政と民間団体で構成される。
・事業内容＝①原木安定供給　②美作材（真庭産材）の利用拡大　③森林資源量
調査　④講演会、研修会の開催等
・専門部会＝山づくり、素材生産、製材・流通、住宅建築、森林ＧＩＳ

真庭システム協議会（真庭地区木材組合内）

③地域活動団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）実施事業内容により決定。

平成20年度 9年

根拠規程等 真庭市補助金交付規則（農林漁業団体等組織活動促進事業補助金）

同類補助金などの他
市の状況

新庄村100,000円

類似他補助制度の有
無

なし

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
真庭地域にとって非常に重要な団体であり、団体の存続は不可欠であるため、市
の応分の負担は必要である。

費用・効果の評価

平成25年度から５部会制となり、行政と民間団体の協議・情報交換の場となって
いる。バイオマス発電事業や木材利用推進（例：新築木造住宅の普及をはじめと
する真庭産材の活用、CLTの推進）等の取組に不可欠な団体であり、その取組は支
援する必要があるものである。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

6,000円 平成28年度 6,000円

4,000円

0円

10,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的

森林・林業分野の各種技術に関する知識や経験豊かな技術者集団として 森林技術
の普及・奨励に努めるとともに、国内外における各種調査・研究開発等のコンサ
ルティング業務等を実施。これら森林・林業に係る事業・サービスを通じて、豊
かな森林生態系及び生物多様性の保全、地球温暖化防止、持続可能な循環型社会
の構築を目的とする。

負担金分析シート

111 林業・バイオマス産業課

一般社団法人日本森林技術協会会費

各種負担金（林業費）　　　　

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

一般社団法人日本森林技術協会会員として会費を負担する。
・森林・林業分野の各種技術に関する知識や経験豊かな技術者集団として 森林技
術の普及・奨励に努めるとともに、国内外における各種調査・研究開発等のコン
サルティング業務等を実施。これら森林・林業に係る事業・サービスを通じて、
豊かな森林生態系及び生物多様性の保全、地球温暖化防止、持続可能な循環型社
会の構築を目指す。

一般社団法人日本森林技術者協会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）年会費として6,000円

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 一般社団法人日本森林技術者協会会員規程

同類補助金などの他
市の状況

他市状況については確認不可。

類似他補助制度の有
無

無し

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 全国的な団体であり、終期は設定できない

費用・効果の評価
森林・林業分野の各種技術に関する知識や経験豊かな技術者集団として、森林技
術の普及・奨励に努めるとともに、国内外における各種調査・研究開発等のコン
サルティング業務等に寄与している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

50,000円 平成28年度 50,000円

4,000円

0円

54,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
港区及び森を有する自治体が間伐材を始めとする国産材の活用を通じて日本の森
林整備を促進し、森林の二酸化炭素吸収量を増加させることにより、低炭素社会
の実現に貢献することを目的とする。

負担金分析シート

112 林業・バイオマス産業課

みなと森と水ネットワーク会議負担金

各種負担金（林業費）　　　　

②事業費補助 ②産業振興分野

事業の概要

東京都港区と森を持つ自治体とで構成する「みなと森と水ネットワーク会議」へ
の負担金。
･真庭市と東京都港区が、「間伐材を始めとした国産材の活用促進に関する協定」
を結ぶことにより、港区内で木造建築物を建設する際に、真庭市に事業所登録を
した事業所の木材製品を使用してもらうことができる。その木材製品は真庭市内
で産出された木材を使用した製品であり、それを提供することで真庭地域の木材
需要の拡大に繋がる。

みなと森と水ネットワーク会議

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
みなと森と水ネットワーク会議規約第７条により、幹事会が策定した負担金基準
に従い総会で決定。

平成２６年度 ３年

根拠規程等 みなと森と水ネットワーク会議負担金基準による。

同類補助金などの他
市の状況

岡山県内では、津山市と西粟倉村が協定を締結。

類似他補助制度の有
無

無し

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
平成26年度に協定を締結したばかりであり、今後効果を検証していくため終期の
設定はできない。

費用・効果の評価 平成26年度に協定を締結したばかりであり、効果を検証していく

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,200,000円 平成28年度 0円

4,000円

0円

1,204,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
新たな木材需要先として海外（韓国）への輸出の調査研究活動の支援を目的とす
る。

負担金分析シート

113 林業・バイオマス産業課

美作材輸出振興協議会負担金

木材輸出促進事業

①団体運営費補助 ②産業振興分野

事業の概要

美作材輸出振興協議会の構成団体として負担する。
・木材需要拡大を目的に、平成27年9月に津山地域を中心に「美作材輸出振興協議
会」が設立。平成29年4月から真庭地域では1団体・11社および真庭市が参画予
定。韓国でのアンテナショップの運営やＪＥＴＲＯ（ジェトロ）が出展支援を予
定している展示会での商談を行い、新たな販路拡大を目指す。

美作材輸出振興協議会（事務局：津山綜合木材）

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）美作材輸出振興協議会総会の決定による。

平成２９年度 新設

根拠規程等 美作材輸出振興協議会総会の決定による。

同類補助金などの他
市の状況

岡山県、津山市、美咲町

類似他補助制度の有
無

無し

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 平成29年度以降３年程度とする。

費用・効果の評価 輸出先として韓国での販路開拓（柱・板等）を目指している。

平成29年度からの新設補助金であり、効果の検証を行いながら事業を実施する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,000,000円 平成28年度 0円

4,000円

0円

1,004,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 新たな木材需要先として海外への輸出の調査研究活動の支援を目的とする。

負担金分析シート

114 林業・バイオマス産業課

一般社団法人日本CLT協会負担金

木材産業クラスター推進事業

①団体運営費補助 ②産業振興分野

事業の概要

一般社団法人日本CLT協会への負担金。
・日本CLT協会は新たな建築材料CLTの普及促進のため、研究・普及啓発など各種
の活動を行うが、新たな木材需要先として海外への輸出を調査研究している。市
ではこの輸出についてのワーキンググループに参加し輸出についての情報収集と
ともに、活動支援を行う。

一般社団法人日本CLT協会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
海外輸出調査活動に要した費用（WG活動費用・報告書作成費・海外調査費・海外
でのCLT普及促進費等）

平成２８年度 １年

根拠規程等 一般社団法人日本CLT協会により

同類補助金などの他
市の状況

無し

類似他補助制度の有
無

無し

財源確保の見通し 地方創生における国庫交付金を活用

終期の設定 平成29年度以降３年程度とする。

費用・効果の評価
輸出先として東南アジアの開拓を目指しており、平成28年には台湾でのシンポジ
ウムを開催した。

平成28年度からの新設補助金であり、効果の検証を行いながら事業を実施する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

100,000円 平成28年度 100,000円

8,000円

0円

108,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
一般財団法人建築コスト管理システム研究所の建築工事積算システムを全国で共
同使用することを目的とする。

負担金分析シート

115 都市住宅課

一般財団法人建築コスト管理システム研究所賛助会員会費

都市住宅総務経常管理費（一般財団法人建築コスト管理システム研究所運営事業）

⑤法令等義務的補助 ③建設事業分野

事業の概要 一般財団法人建築コスト管理システム研究所の賛助会員として負担する。

一般財団法人建築コスト管理システム研究所

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）1団体100,000円

平成25年度 4年

根拠規程等 一般財団法人建築コスト管理システム研究所「賛助会員規程」による。

同類補助金などの他
市の状況

国・県・政令指定都市が会員となり建築工事積算システムを共同利用している。
市町村は、その組織の賛助会員にになることにより、建築工事積算システムの賃
貸借を受けるにあたり割引制度がある。
岡山県の市町村は全て賛助会員となっている。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定
真庭市独自で積算単価を調べるには膨大な労力と時間が必要となり、新たなシス
テムが有益な場合には退会する。

費用・効果の評価

賛助会員になることにより賃貸借料が割引となるため、通常より安価で賃貸借で
きる。
建築コスト研究に関する機関誌等の情報提供を得ることができる。
上記から、賛助会員となり会費を支出する方が有益である。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

179,490,000円 平成28年度 158,468,129円

40,000円

0円

179,530,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
岡山県が実施する建設事業に対して、県条例で定めた率の金額を負担することに
より事業推進を図ることを目的とする。

負担金分析シート

116 建設課

県建設事業負担金

岡山県建設事業

④建設事業補助 ③建設事業に関する分野

事業の概要
岡山県が実施する建設事業に対して、利益を受ける市町村が県条例に基づき、そ
の経費の一部を負担する。(夢づくり道路事業、中山間地域等生活・交流基盤整備
事業、単県公共土木事業をまとめた。）

岡山県

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）対象となる岡山県事業費の15％

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県建設事業費市町村負担金徴収条例

同類補助金などの他
市の状況

広島県負担率１０％　・　鳥取県負担率１５％　・　岡山県負担率１５％

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し
一般財源による対応。平成24年度までは地方特定道路債で対応したが、平成25年
度からは、制度改正により対象外となり、単独市費での負担となる。 現時点で
は、他起債の対象事業には、該当しない。

終期の設定 生活基盤の整備であるため、該当しない。

費用・効果の評価

国道、県道関係の大型事業が、１５%の負担により計画的に推進することが可能と
なる。
県が事業主体のため、事務的及び技術的部分において市職員の負担が軽減でき
る。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
旭川第１ダムの効用を十分に発揮させるため、適正な共同施設管理の推進を図る
ことを目的とする。

負担金分析シート

117 建設課

旭川ﾀﾞﾑ負担金土木部施工分

旭川ﾀﾞﾑ負担金

④建設事業補助 ③建設事業に関する分野

事業の概要 旭川第１ダムの管理に伴う事業を負担する。

岡山県

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）旭川第１ダム管理に関する協定書

平成17年度 10年

根拠規程等 旭川第１ダム管理に関する協定書

同類補助金などの他
市の状況

関係市町村の負担金は、協定書で定めている。

類似他補助制度の有
無

類似の補助などはない。

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 協定により旭川第1ダム管理は必要なため該当しない。

費用・効果の評価
旭川第１ダムの効用を十分に発揮させるため、適正な共同施設管理の推進を図
る。

平成27年度に水道課へ所管替えとなった。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
旭川第１ダムの効用を十分に発揮させるため、適正な共同施設管理の推進を図る
ことを目的とする。

負担金分析シート

118 建設課

旭川ﾀﾞﾑ負担金企業局施工分

旭川ﾀﾞﾑ負担金

④建設事業補助 ③建設事業に関する分野

事業の概要 旭川第１ダムの管理に伴う事業を負担する。

岡山県公営企業管理者

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）旭川第１ダム管理に関する協定書

平成17年度 10年

根拠規程等 旭川第１ダム管理に関する協定書

同類補助金などの他
市の状況

関係市町村の負担金は、協定書で定めている。

類似他補助制度の有
無

類似の補助などはない。

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 協定により旭川第1ダム管理は必要なため該当しない。

費用・効果の評価
旭川第１ダムの効用を十分に発揮させるため、適正な共同施設管理の推進を図
る。

平成27年度に水道課へ所管替えとなった。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

60,000円 平成28年度 60,000円

40,000円

0円

100,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
日本道路協会へ入会することにより、道路に関する知識、情報を入手し、道路及
び交通の利便性発達を図ることを目的とする。

負担金分析シート

119 建設課

日本道路協会特別会員会費

日本道路協会運営事業

①団体運営補助 ③建設事業に関する分野

事業の概要 日本道路協会へ特別会員として負担する。

公営社団法人　日本道路協会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）日本道路協会会費及び特別会員の特典に関する規則（人口区分による年会費）

平成17年度 12年

根拠規程等 日本道路協会定款第7条（会費及び特別会員の特典に関する規則）

同類補助金などの他
市の状況

岡山県内全市町村が加入し、負担金は本会規則で定めている。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 国へ要望活動を行うことにより、補助金確保、事業推進を図ることができる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

50,000円 平成28年度 50,000円

40,000円

0円

90,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
岡山県土木協会へ入会することにより、道路、河川、砂防に関する知識や情報の
入手や本協会を通じて国及び関係団体への要望活動等を行うことにより、道路、
河川、砂防に関する事業の発展を図ることを目的とする。

負担金分析シート

120 建設課

岡山県土木協会会費

各種負担金（岡山県土木協会運営事業）

①団体運営補助 ③建設事業に関する分野

事業の概要 岡山県土木協会へ会員として負担する。

岡山県土木協会（事務局　岡山県）

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）岡山県土木協会会則第13条第2項の規定（人口区分による年会費）

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県土木協会会則

同類補助金などの他
市の状況

岡山県内全市町村が加入し、負担金は本会則で定めている。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 国へ要望活動を行うことにより、補助金確保、事業推進を図ることができる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

60,000円 平成28年度 60,000円

40,000円

0円

100,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
中国国道協会へ入会することにより、国道に関する知識や情報の入手を図る。ま
た、本協会を通じて国及び関係団体への要望活動等を行うことにより、国道に関
する事業の発展を図ることを目的とする

負担金分析シート

121 建設課

中国国道協会会費

各種負担金（中国国道協会運営事業）

①団体運営補助 ③建設事業に関する分野

事業の概要 中国国道協会へ会員として負担する。

中国国道協会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）中国国道協会会則第14条（所属の市の年会費）

平成17年度 12年

根拠規程等 中国国道協会会則

同類補助金などの他
市の状況

岡山県内全市町村が加入し、負担金は会則で定めている。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 国へ要望活動を行うことにより、補助金確保、事業推進を図る。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 0円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
美作県民局管内の市町村道事業担当者による情報交換、研修等を実施し、建設関
係の諸問題への対応を検討することを目的とする。

負担金分析シート

122 建設課

市町村道事業担当者会議参加負担金

各種負担金（市町村道担当者会議運営事業）

①団体運営補助 ③建設事業に関する分野

事業の概要
美作県民局管内市町村道事業担当者会議運営のため負担する。
→　H27・H28と負担金なしで開催している。

市町村道事業担当者会議（事務局　真庭市・津山市・美作市）

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）本会則により、会議費等を関係町村で按分する

平成17年度 12年

根拠規程等 市町村道事業担当者会議会則

同類補助金などの他
市の状況

各岡山県民局単位で存在し、負担按分基準は会則等で定めている。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
美作県民局管内の市町村道事業担当者による情報交換、研修等を実施し、建設関
係の諸問題への対応を検討する。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

939,600円 平成28年度 599,400円

40,000円

0円

979,600円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
旭川第１ダムの効用を十分に発揮させるため、適正な共同施設管理の推進を図る
ことを目的とする。

負担金分析シート

123 水道課

旭川ﾀﾞﾑ負担金土木部施行分

旭川ﾀﾞﾑ運営事業

④建設事業補助 ③建設事業に関する分野

事業の概要 旭川第１ダムの管理に伴う負担である。

岡山県

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）旭川第１ダム管理に関する協定書

平成17年度 12年

根拠規程等 旭川第１ダム管理に関する協定書

同類補助金などの他
市の状況

負担割合いは「旭川第1ダム管理に関する協定書」で定められている。

類似他補助制度の有
無

類似の補助などはない。

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 協定により旭川第1ダム管理は必要なため該当しない。

費用・効果の評価
旭川第１ダムの効用を十分に発揮させるため、適正な共同施設管理の推進を図
る。

平成27年度に建設課から所管替えとなった。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

63,720円 平成28年度 61,560円

40,000円

0円

103,720円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
旭川第１ダムの効用を十分に発揮させるため、適正な共同施設管理の推進を図る
ことを目的とする。

負担金分析シート

124 水道課

旭川ﾀﾞﾑ負担金企業局施行分

旭川ﾀﾞﾑ運営事業

④建設事業補助 ③建設事業に関する分野

事業の概要 旭川第１ダムの管理に伴う負担である。

岡山県公営企業管理者

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）旭川第１ダム管理に関する協定書

平成17年度 12年

根拠規程等 旭川第１ダム管理に関する協定書

同類補助金などの他
市の状況

負担割合いは「旭川第1ダム管理に関する協定書」で定められている。

類似他補助制度の有
無

類似の補助などはない。

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定 協定により旭川第1ダム管理は必要なため該当しない。

費用・効果の評価
旭川第１ダムの効用を十分に発揮させるため、適正な共同施設管理の推進を図
る。

平成27年度に建設課から所管替えとなった。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

60,000円 平成28年度 60,000円

40,000円

0円

100,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 協議会や研修会への参加、情報提供等が享受することを目的とする。

負担金分析シート

125 下水道課

岡山県浄化槽普及促進協議会負担金

合併処理浄化槽経常管理費（合併処理浄化槽普及促進運営事業）

⑤法令等義務的補助 ③建設事業分野

事業の概要
岡山県下のすべての市町村が加入しており、浄化槽の普及、設置促進及び維持管
理の適正化を図り、もって生活環境の保全及び公衆衛生の向上に資することを目
的にしている負担である。

岡山県浄化槽普及促進協議会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）人口10万人未満の市　＝　60，000円

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県合併浄化槽普及促進協議会　会則第8条

同類補助金などの他
市の状況

県内全市が加入している。
新見市負担金60,000円、津山市120,000円
人口10万人以上の市120,000円、同5万人未満の市60,000円、町36,000円、村
24,000円

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
合併処理浄化槽に関する情報の入手を図ることができるとともに、国・県への要
望活動を行うことにより事業の促進を図ることができるため終期の設定はできな
い。

費用・効果の評価
浄化槽整備事業の情報享受、各種研修会の参加により職員の知識の向上が図られ
る。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

20,000円 平成28年度 20,000円

40,000円

0円

60,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
協会費を納めることで、研修会への無料参加や参考図書等の情報提供が享受する
ことを目的とする。

負担金分析シート

126 下水道課

地域資源循環技術センター協会費

経常管理費（農業集落排水整備促進運営事業）

⑤法令等義務的補助 ③建設事業分野

事業の概要
岡山県下で農業集落排水事業を行っている１１自治体が加入している。農業集落
排水施設の整備促進を図り、もって生活環境の保全及び公衆衛生の向上に資する
ことに対し負担している。

地域資源循環技術センター協会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）一般自治体会員　２０，０００円

平成9年度 20年

根拠規程等 一般財団法人　地域環境資源センター　定款第7条

同類補助金などの他
市の状況

農業集落排水事業実施の市は全国で加入している。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応

終期の設定
農業集落排水整備事業の情報享受、各種研修会の参加により職員の知識の向上が
図られるため終期の設定はできない。

費用・効果の評価
農業集落排水整備事業に関する情報享受、研修会へ参加することにより業務に活
用できる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

74,400円 平成28年度 73,000円

40,000円

0円

114,400円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
下水道事業を実施又は計画している地方公共団体を正会員に、下水道の全国的な
統一団体として公益法人の認可を受け、下水道に関する調査研究をなどの活動を
目的とする。

負担金分析シート

127 下水道課

日本下水道協会負担金

経常管理費（公共下水道整備促進運営事業）

⑤法令等義務的補助 ③建設事業分野

事業の概要
下水道事業を実施又は計画している地方公共団体を正会員に、下水道の全国的な
統一団体として公益法人の認可を受け、下水道に関する調査研究をなどの活動の
負担である。

公益社団法人　日本下水道協会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
会員会費算定基準により人口、有収水量等により算定。
人口5万人未満：42,500円＋有収水量：31,900円

平成10年度 19年

根拠規程等 公益社団法人　日本下水道協会　定款第8条

同類補助金などの他
市の状況

全国の下水道実施市は加入している。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定
下水道事業の情報享受、各種研修会の参加により職員の知識の向上が図られるた
め終期の設定はできない。

費用・効果の評価 下水道事業の情報享受、書籍等の会員価格での購入が可能となる。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

83,000円 平成28年度 82,100円

40,000円

0円

123,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
日本下水道協会の岡山県支部として活動、排水設備責任技術者の試験などを実施
することを目的とする。

負担金分析シート

128 下水道課

日本下水道協会岡山県支部負担金

経常管理費（公共下水道整備促進運営事業）

⑤法令等義務的補助 ③建設事業分野

事業の概要
日本下水道協会の岡山県支部として活動、排水設備責任技術者の試験などを実施
する負担である。

岡山県下水道協会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
会員会費算定基準により人口、有収水量等により算定している。
人口5万人～3万人：70,000円＋有収水量：13,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県下水道協会　規則第17条

同類補助金などの他
市の状況

岡山県内下水道事業実施市は加入している。
新見市負担金85,000円、津山市350,000円

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定
下水道事業の情報享受、排水設備工事業者への各種研修会の参加により真庭市内
の業者の技術力の向上が図られるため終期の設定はできない。

費用・効果の評価 排水設備工事の責任技術者試験などを県内統一試験で実施している。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

13,600円 平成28年度 13,800円

40,000円

0円

53,600円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
日本下水道協会の中国四国地方支部として活動、研修会などの実施を目的とす
る。

負担金分析シート

129 下水道課

日本下水道協会中国四国地方支部負担金

経常管理費（公共下水道整備促進運営事業）

⑤法令等義務的補助 ③建設事業分野

事業の概要
日本下水道協会の中国四国地方支部として活動、研修会などの実施による負担で
ある。

中国四国地方下水道協会

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
会費算定基準により算定している。
前年度の日本下水道協会会費の19/100

平成17年度 12年

根拠規程等 中国四国地方下水道協会　規則第18条

同類補助金などの他
市の状況

中国四国地方の下水道事業実施市は加入している。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定
下水道事業の情報享受、各種研修会の参加により職員の知識の向上が図られるた
め終期の設定はできない。

費用・効果の評価 講習会等に参加し下水道事業の知識を習得することができる

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

70,000円 平成28年度 35,000円

4,000円

0円

74,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 出納事務の合理的運用を目的とする。

負担金分析シート

130 会計課

出納事務の合理的運用研修参加負担金（資金管理及び資金運用実務研修参加負担金）

会計経常管理事務（資金管理等実務研修参加負担金）

⑤法令等義務的補助 ⑦その他の分野

事業の概要 資金管理及び資金運用実務研修への参加費を負担する。

一般社団法人日本経営協会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）出納事務の合理的運用研修　１名あたり　35,000円

平成27年度 2年

根拠規程等 日本経営協会の定めによる。

同類補助金などの他
市の状況

参加者の負担金については、各自治体が負担。

類似他補助制度の有
無

無し

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定
出納事務や資金の管理等についての知識が取得でき、職員のレベルアップにもつ
ながっているため、研修会が開催されている間は、参加する意向である。

費用・効果の評価
出納事務の基礎知識や資金の管理及び運用についての知識を取得することが可能
で、職員のレベルアップにつながり、効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

160,000円 平成28年度 160,000円

32,000円

0円

192,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

交付目的

議員連盟に加入している１１市町村が連携して岡山県の北部の国土保全、水源の
涵養等の公益的機能を有する森林の保全や森づくりを推進すると共に、適切な林
業振興施策の実現により、岡山県北の林業活性化を図り、地域住民の生活向上に
寄与することを目的とする。

負担金分析シート

131 議会事務局

岡山県北森林・林業活性化促進議員連盟負担金

岡山県北森林・林業活性化促進議員連盟負担金

⑤法令等義務的補助 ⑦その他分野

事業の概要

岡山県北森林・林業活性化促進議員連盟の実施する事業にかかる経費を負担す
る。
岡山県北の土の保全、水源の涵養等の公益的機能を有する森林の保全や森づくり
を推進するとともに、適切な林業振興施策の実現により、岡山県北林業の活性化
を図り、もって住民生活の向上に寄与する。主な事業は、「森林を考える岡山県
民のつどい」の開催。林業活性化対策・県産材の活用促進対策の調査研究、情報
収集、資料の発行その他関連事業。

岡山県北森林・林業活性化促進議員連盟

②事業推進団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）岡山県北森林・林業活性化促進議員連盟規約第８条の規定による。

平成１７年度 12年

根拠規程等 岡山県北森林・林業活性化促進議員連盟規約

同類補助金などの他
市の状況

岡山県北森林・林業活性化促進議員連盟規約により、加盟団体の負担金が決定さ
れている。
津山市18万円、真庭市16万円、新見市14万円、美作市12万円、鏡野町8万円、美咲
町6万円。新庄村・勝央町・奈義町・西粟倉村・久米南町2万円

類似他補助制度の有
無

無し

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 岡山県北森林・林業活性化促進議員連盟から脱退するか、連盟が解散するまで。

費用・効果の評価
加盟団体の森林・林業に係る共通課題の解決に向け調査研究がされている。ま
た、森林・林業への理解を深めるための「森林を考える岡山県民のつどい」を開
催している。



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

7,000円 平成28年度 7,000円

4,000円

0円

11,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
教育行財政の課題や教育実践の具体事例の発表が行われ、情報交流や意見交換し
真庭の学校現場や環境整備につなげる事を目的とする。

負担金分析シート

132 教育総務課

全国都市教育長協議会定期総会参加負担金　

教育委員会経常管理費（全国都市教育長協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

全国の都市（特別区、政令市を含む）798都市の教育長で組織し、都市の連携によ
り教育行政の進展を図り、教育の向上に尽くすことを目的とする。昭和２４年以
降毎年開催している総会・研究大会において、会長１名、副会長８名（各ブロッ
クより１名）を選出するとともに、教育行政・学校教育・生涯学習の3部会を持
ち、研究協議を行っている。教育行政に関する国の施策や予算についても毎年提
言や陳情を行っている。

全国都市教育長協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
全国都市教育長協議会定期総会参加負担金であるため、参加した年度のみ発生。
積算については全国都市教育長協議会で定めている金額。

平成17年度 12年

根拠規程等 協議会総会による。

同類補助金などの他
市の状況

H25年度参加都市　岡山市、倉敷市、津山市、玉野市、井原市、総社市、新見市、
美作市

類似他補助制度の有
無

全国都市教育長協議会会費

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
教育行政において重要な役割を担う教育長のリーダーシップの支援と、情報収集
及び情報交換として効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

14,000円 平成28年度 14,000円

4,000円

0円

18,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
教育行財政の課題や教育実践の具体事例の発表が行われ、情報交流や意見交換し
真庭の学校現場や環境整備につなげる事を目的とする。

負担金分析シート

133 教育総務課

全国都市教育長協議会会費

教育委員会経常管理費（全国都市教育長協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

全国の都市（特別区、政令市を含む）798都市の教育長で組織し、都市の連携によ
り教育行政の進展を図り、教育の向上に尽くすことを目的とする。昭和２４年以
降毎年開催している総会・研究大会において、会長１名、副会長８名（各ブロッ
クより１名）を選出するとともに、教育行政・学校教育・生涯学習の3部会を持
ち、研究協議を行っている。教育行政に関する国の施策や予算についても毎年提
言や陳情を行っている。

全国都市教育長協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）5万人未満　14,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 協議会総会による。

同類補助金などの他
市の状況

岡山県内の都市教育委員会は加入している。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
教育行政において重要な役割を担う教育長のリーダーシップの支援と、情報収集
及び情報交換として効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

32,900円 平成28年度 33,500円

4,000円

0円

36,900円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
県下市町村教育員会が公正円滑に教育行政を遂行するために相互の連携を図ると
ともに、教育に関する調査を推進し、民主的教育の確立と進展を図ることを目的
とする。

負担金分析シート

134 教育総務課

岡山県市町村教育委員会連絡協議会負担金　　

教育委員会経常管理費（岡山県市町村教育委員会連絡協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

岡山県市町村教育委員会教育長をもって組織し、中国地区市町村教育委員会連合
会並びに全国市町村教育委員会連合会と連携を図るとともに、総会１回、県教育
委員会との意見交換会、研修会2回を実施し、教育行政の意見交換、調査研究を
行っている。

岡山県市町村教育委員会連絡協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）真庭市児童生徒数人数割 ＋  均等割

平成17年度 12年

根拠規程等 協議会総会による。

同類補助金などの他
市の状況

岡山市150,900、津山市61,700、笠岡市34,900、総社市45,100、倉敷市162,700、
玉野市37,800、井原市32,400、高梁市24,400

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
各市町村の課題や取り組みに関する状況を把握し、今後の教育施策の改善や充実
を図るうえで参考となる情報を共有できる場となっており、効果は高い。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

24,800円 平成28年度 24,900円

4,000円

0円

28,800円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
県内の教育行財政の課題や協議案件が毎回提示され、情報交流や意見交換し真庭
の学校現場や環境整備につなげる事を目的とする。

負担金分析シート

135 教育総務課

岡山県都市教育委員会教育長協議会負担金　

教育委員会経常管理費（岡山県都市教育委員会教育長協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

岡山県下都市教育委員会教育長をもって組織し、中国地区都市教育長会並びに全
国都市教育長協議会と連携を図るとともに、年間定例会3回、臨時会1回、県教育
長との意見交換会、教育行政視察を実施し、教育行政の意見交換、調査研究を
行っている。

岡山県都市教育長協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）人口割4,800円　＋　均等割20,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 協議会総会による。

同類補助金などの他
市の状況

岡山市90,400、津山市30,600、笠岡市25,300、総社市26,800、倉敷市68,300、玉
野市26,500、井原市24,400、高梁市23,400

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
各市の課題や取り組みに関する状況を把握し、今後の教育施策の改善や充実を図
るうえで参考となる情報を共有できる場となっている。効果は高い。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

10,000円 平成28年度 0円

4,000円

0円

14,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
県内外の教育行政の先進的な事例や、情報交流や意見交換し、真庭の学校現場や
環境整備につなげる事を目的とする。

負担金分析シート

136 教育総務課

教育委員研修等参加負担金　

教育委員会経常管理費（教育委員研修等参加事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
教育行政視察や研修を受けることで、時代に応じた教育行政の推進を図る研修に
対し負担する。

各種団体

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
各会の請求による。
（平成28年度は欠席のため交付実績なし）

平成17年度 12年

根拠規程等 研修会主催者による。

同類補助金などの他
市の状況

同額　県内市町村すべて参加している。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
各先進地等の取り組みに関する状況を把握し、今後の教育施策の改善や充実を図
るうえで参考となる情報を得ることができる場となっている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

10,000円 平成28年度 10,000円

4,000円

0円

14,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
美作地区市町村教育員会が公正円滑に教育行政を遂行するために相互の連携を図
るとともに、教育に関する調査を推進し、民主的教育の確立と進展を図ることを
目的とする。

負担金分析シート

137 教育総務課

美作地区市町村教育委員会連絡協議会負担金　　

教育委員会経常管理費（美作地区市町村教育委員会連絡協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
美作地区市町村教育委員会教育長をもって組織し、総会１回、研修会2回を実施
し、教育行政の意見交換、調査研究を行っている。

美作地区市町村教育委員会連絡協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）教育委員数×2,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 協議会総会による。

同類補助金などの他
市の状況

美作地域市町村すべて加入している。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
各市町村の課題や取り組みに関する状況を把握し、今後の教育施策の改善や充実
を図るうえで参考となる情報を共有できる場となっている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

40,000円 平成28年度 0円

4,000円

0円

44,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
中国地区市町村教育員会が公正円滑に教育行政を遂行するために相互の連携を図
るとともに、教育に関する調査を推進し、民主的教育の確立と進展を図ることを
目的とする。

負担金分析シート

138 教育総務課

中国地区市町村教育委員会連合会研修大会負担金　　

教育委員会経常管理費（中国地区市町村教育委員会連合会研修大会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
中国地区市町村教育委員会をもって組織し、総会１回、研修会2回を実施し、教育
行政の意見交換、調査研究を行っている。

中国地区市町村教育委員会連合会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
教育委員数×10,000円
（平成28年度は欠席のため交付実績なし）

平成17年度 12年

根拠規程等 連合会総会による。

同類補助金などの他
市の状況

県内すべての市町村が加入している。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
各市町村の課題や取り組みに関する状況を把握し、今後の教育施策の改善や充実
を図るうえで参考となる情報を共有できる場となっている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

16,000円 平成28年度 10,000円

4,000円

0円

20,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
任期付職員及び臨時職員の社会保険「協会けんぽ岡山支部」に関する情報の提
供・研修の実施など、さまざまなサービスが提供される。

負担金分析シート

139 教育総務課

岡山県社会保険協会費　

事務局経常管理費　（岡山県社会保険協会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
健康保険事業を行い、加入者の健康推進を図るとともに、良質かつ効率的な医療
を享受することを事業の柱として、必要な情報提供（事務便覧の配布）や、事務
研修を実施している。

全国健康保険協会　岡山支部

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）被保険者数　100人以上300人未満　16,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県社会保険協会規約による。

同類補助金などの他
市の状況

　

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 社会保険事務便覧の提供や、社会保険事務研修が実施され、大きな効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

237,600円 平成28年度 237,600円

4,000円

0円

241,600円

事業開始年度 交付年数

２．分析

交付目的

本会は、小中学校教頭として職務に関する研修を積み資質の向上を図ることを目
的としている。
具体的には、①教育課程に関する課題　②子どもの発達に関する課題　③教育環
境整備に関する課題　④組織・運営に関する課題　⑤副校長・教頭の職務に関す
る課題　の５つの研究課題を挙げ調査・研修を深めている。
現在、教育を巡る様々な課題が山積しており、学力向上、生徒指導、人事管理
等、非常に大きな課題となっているが、これらの課題に対応するためには、本会
の研修は重要である。

負担金分析シート

140 教育総務課

岡山県公立小中学校教頭会負担金（真庭市教頭会）

事務局経常管理費　（岡山県公立小中学校教頭会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

小中学校教頭が緊密な協調を保ち、職能の研究と向上を図る。
①学校教育を推進していく中で、教頭の役割を明確にし今日的教育課題に応える
ための研修を深める。
②社会の変化に対応した学校運営の改善を図り、教育の発展に努める。

岡山県公立小中学校教頭会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）7,920*30

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県公立小中学校教頭会総会による。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
学校運営等についての研修の機会が保障されており、現在求められている教育課
題に直結する有意義な研修である。喫緊の教育課題に対応した学校運営を行うに
は、研修は欠かせないため大きな効果がある。



３．見直しの状況

見直しの結果、平成27年度に削減を行った。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

28,500円 平成28年度 28,500円

4,000円

0円

32,500円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
特別支援学級および通級による指導の充実発展を図り、広く特別支援教育の振興
に寄与する。

負担金分析シート

141 教育総務課

岡山県特別支援学級設置学校長協会負担金

事務局経常管理費　（岡山県特別支援学級設置学校長協会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
特別支援学級および通級による指導の管理運営に関する調査研究
特別支援学級および通級による指導の教育ならびに特別支援教育一般に関する研
修と振興活動

岡山県特別支援学級配置学校長協会事務局

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）真庭地区支援学級配置学校数×1,500円

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県特別支援学級設置学校長協会総会による。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 全国組織であり、特別支援教育の調査研究に大きな効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

20,000円 平成28年度 20,000円

4,000円

0円

24,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
岡山県手をつなぐ育成会の活動補助をし、知的障がい者の就労活動を支援してい
く。

負担金分析シート

142 教育総務課

岡山県手をつなぐ育成会負担金

事務局経常管理費　（岡山県手をつなぐ育成会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

法律の基本理念として共生社会実現のため、障がい者の社会参加の機会確保及び
地域社会における共生、社会的障壁の除去をめざす。本活動の趣旨は「知的障が
い者が生涯にわたって、地域で自分らしく安心して暮らせること」を実現するた
めの育成活動である。

岡山県手をつなぐ育成会事務局（岡山県総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館内）

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）知的障害児学級数×2,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 平成２３年８月　障害者基本法改正施行
平成２５年４月　障害者総合支援法施行　

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
市内の知的障害児学級に在籍するまたは在籍していた知的障がい者について、社
会参加の機会確保及び地域社会における社会的障壁の除去するための支援として
効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

148,750円 平成28年度 151,150円

4,000円

0円

152,750円

事業開始年度 交付年数

２．分析

交付目的
岡山県におけるへき地指定校並びに小規模校における教育の振興を図り、教育の
機会均等の実現と地方向上に寄与する。

負担金分析シート

143 教育総務課

岡山県へき地複式教育研究連盟負担金

事務局経常管理費　（岡山県へき地複式教育研究連盟運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

岡山県内におけるへき地・複式校における教育の振興を図るための組織であり、
岡山県教育委員会の支援を受けている公的性格をもつ研究団体である。研究推進
校の研究該当年度においては教員の加配（研究加配）を要請し実現するなど公的
な性格を有している。
①県内における複式およびへき地指定の学校において，研究発表会を毎年開催す
る。（中四国大会開催）。
②調査及び統計活動を行い、学校運営上の諸課題の改善と教育水準の向上のため
の各種の要請活動を行う。
③へき地・複式校における教職員の資質向上・表彰活動を行う。

岡山県へき地・複式教育研究連盟

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
学校分担金（へき地校1,500円、複式校1,000円）＋教員割負担金（一人あたり,へ
き地手当受給者1,200円　複式手当受給者600円、手当を受けていない場合350円）
＋市教委負担金（一律4,000円）

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県へき地複式教育研究連盟総会による。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
へき地指定校並びに小規模校での教育の現状や先進事例などの情報収集や行政支
援の実現を図っており、真庭市における教育の機会均等に対して大きな効果があ
る。



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

90,000円 平成28年度 90,000円

4,000円

0円

94,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 養護教諭関係の団体との連携・情報収集活動の充実を目的とする。

負担金分析シート

144 教育総務課

岡山県学校保健会養護教諭部会負担金

事務局経常管理費　（岡山県学校保健会養護教諭部会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
岡山県小・中学校養護教諭研修会の開催並びに運営
養護教諭関係の団体との連携・情報収集活動の充実
県内・県外の研修会への参加

岡山県学校保健会養護教諭部会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）養護教諭配置校数×3,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県学校保健会養護教諭部会総会による。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
養護教諭研修会の開催により、養護教諭関係の団体との連携・情報収集活動の充
実に効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

73,807円 平成28年度 62,694円

4,000円

0円

77,807円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 岡山県学校保健会真庭支部の研修会等の事業を推進することを目的とする。

負担金分析シート

145 教育総務課

岡山県学校保健会負担金

事務局経常管理費　（岡山県学校保健会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

１　評議員会
　　（１）６月開催　（２）前年度事業・決算，今年度の事業・予算
２　真庭小中学校養護部会研修会
　　（１）年間５回程度の講習・講演会　　（２）小中学校別研修

岡山県学校保健会真庭支部

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）単価24円×児童生徒数×0.9

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県学校保健会会則

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 指導技術の向上や、情報共有の場として効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

95,000円 平成28年度 95,000円

4,000円

0円

99,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
美作地区特別支援教育研究協議会の活動補助をし、学校教育の基盤としての特別
支援教育の充実を図ることを目的とする。

負担金分析シート

146 教育総務課

美作地区特別支援教育研究協議会負担金

事務局経常管理費　（美作地区特別支援教育研究協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

美作地区全域の特別支援教育研究会組織である。
毎学期、研修会・講演会を実施し指導技術向上を図っている。
地区内の研修や活動の情報交換の実施をしている。
特別支援教育資料展示閲覧会の実施をしている。

美作地区特別支援教育研究協議会事務局

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
真庭地区支援学級配置学校学級数×3,000円
真庭地区未設置校×1,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 美作地区特別支援教育研究協議会総会による。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 特別支援教育での指導技術の向上や、情報共有の場として効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

30,000円 平成28年度 30,000円

4,000円

0円

34,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的
美作地区小・中学校養護教諭研修会の開催し、養護教諭の資質の向上を図ること
を目的とする。

負担金分析シート

147 教育総務課

美作地区小中学校養護教諭連絡協議会負担金

事務局経常管理費　（美作地区小中学校養護教諭連絡協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
美作地区小・中学校養護教諭研修会の開催並びに運営を行っている。

美作地区小中学校養護教諭連絡協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）養護教諭配置校数×1,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 美作地区小中学校養護教諭連絡協議会による。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 指導技術の向上や、情報共有の場として効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

60,000円 平成28年度 58,000円

4,000円

0円

64,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 美作地区公立小中学校事務職員の資質向上を図ることを目的とする。

負担金分析シート

148 教育総務課

美作地区公立小中学校事務職員協議会負担金

事務局経常管理費　（美作地区公立小中学校事務職員協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
津山事務所管内の学校事務職員の資質向上に資するため調査研究および研修活動
を行う。
毎年秋季研修会を開いて５分科会に分かれて研修会を開催する。

美作地区公立小中学校事務職員協議会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）

事務職員数×2,000円。
全額を美作地区小中学校事務職員協議会に負担している。同組織は岡山県教育委
員会の公的な性格を有する研修・研究団体である。津山教育事務所管内のすべて
の学校の事務職員が所属している。

平成17年度 12年

根拠規程等 美作地区公立小中学校事務職員協議会による。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 技術の向上や、事務効率化の情報共有の場として効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

50,000円 平成28年度 42,219円

4,000円

0円

54,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 結核対策委員会の委員に医師3名が必要なため、医師へ支払う報酬。

負担金分析シート

149 教育総務課

真庭地域小中学校結核対策委員会負担金

事務局経常管理費　（真庭地域小中学校結核対策委員会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
真庭市と新庄村の小中学校児童・生徒について、問診票の項目で該当する箇所に
より、結核精密検査が必要かどうか検討する。

真庭地域小中学校結核対策委員会

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）
医師1名につき15,500円
真庭市と新庄村で均等割、事業費別で負担する。

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭地域小中学校結核対策委員会による。

同類補助金などの他
市の状況

　

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 結核予防等のためには必須のもの。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,312,440円 平成28年度 1,310,721円

4,000円

0円

1,316,440円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

交付目的 中学校における体育活動の健全な発展を図ることを目的とする。

負担金分析シート

150 教育総務課

岡山県中学校体育連盟真庭支部負担金

事務局経常管理費　

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

・真庭支部春季総合体育大会の開催
・学年別陸上競技大会の開催
・真庭支部秋季総合体育大会の開催
・支部新人相撲の開催
・支部駅伝の開催
・支部新人スキー大会の開催

岡山県中学校体育連盟　真庭支部

①公共的団体

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

積算根拠（交付金額）行政割＋生徒割＋体育施設使用料

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県中学校体育連盟真庭支部総会による。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

終期の設定 事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
生徒が、自発的に行われる部活動を通じて、大きな成果を発揮する場（大会）を
運営するなど大きな効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

314,004円 平成28年度 314,021円

4,000円

0円

318,004円

事業開始年度 交付年数

２．分析

負担金分析シート

費用・効果の評価

終期の設定

財源確保の見通し

類似他補助制度の有
無

同類補助金などの他
市の状況

へき地・複式学級での現場での指導技術の向上や情報共有の場となっており、教
育振興に対して効果がある。

他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

一般財源による対応。

類似する補助制度はない。

根拠規程等

固定割＋人数割　（新庄村と分担）

事務局事務費換算③

交付事務費換算②

交付目的
真庭市内及び新庄村内の小中学校のへき地教育発表会・複式教育研究発表会の費
用、へき地教育研究会への参加旅費、へき地･複式教育研究連盟真庭支部事務費と
して交付する。

151

⑤法令等義務的補助

事務局経常管理費　（岡山県へき地・複式教育研究連盟真庭支部運営事業）

現在市内へき地校は９校、複式校は４校であり、本市教育の特性である。これら
の学校の教育の振興を図ることは本市の将来を担う人材育成の観点から重要であ
り、以下の事業を行っている。
①真庭市及び新庄村内における複式学級およびへき地指定の学校における研究発
表会（毎年開催）。
②調査及び統計活動に基づく、学校運営上の諸課題の改善と教育水準の向上のた
めの要請活動。
③へき地・複式校における教職員の資質向上を目的とした研究会参加および視察
活動。

⑥教育文化振興分野

岡山県へき地・複式教育研究連盟真庭支部負担金

教育総務課

事業の概要

岡山県へき地・複式教育研究連盟真庭支部

①公共的団体

交付金額の計算
事務局事務人工数から計算

交付事務人工数から計算

平成29年度交付予定金額①

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

積算根拠（交付金額）

交付金額（事務費込）④

平成17年度 12年

岡山県へき地・複式教育研究連盟真庭支部総会による。



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

75,018円 平成28年度 75,021円

4,000円

0円

79,018円

事業開始年度 交付年数

２．分析

終期の設定 事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 衛生管理や、技術の向上、情報共有の場として大きな効果がある。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応

積算根拠（交付金額）

固定割＋児童生徒割
■固定割　負担総額×25％
■児童生徒割：負担総額×70％×真庭該当児童・生徒÷真庭・新庄該当児童・生
徒数

平成17年度 12年

根拠規程等 学校給食法、食育基本法、食育推進基本計画

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的

学校給食事業の健全な発達と運営を図ることを目的として以下の事業を行う。
・学校給食の普及充実に関すること
・学校給食に関する調査、研究会、講習会等に関すること
・各学校及び共同調理場の連絡調整に関すること
・その他本会の目的を達成するために必要な事項

負担金分析シート

152 教育総務課

岡山県学校給食会真庭支部負担金

事務局経常管理費　（岡山県学校給食会真庭支部運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

・役員会（年2回）
・栄養教諭・学校栄養職員部会（月1回　研修会）
・給食指導担当者部会（年2回）
・学校給食従事者合同研修会（年1回　外部講師招聘）

岡山県学校給食会真庭市・真庭郡支部

①公共的団体



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

470,050円 平成28年度 470,050円

4,000円

0円

474,050円

事業開始年度 交付年数

２．分析

終期の設定 事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
特別支援教育の現場での指導技術の向上や、情報共有が図れており、教育振興の
効果がある。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）児童生徒数×5,000円＋固定割＋人数割

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭特別支援教育研究会総会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的

ふれあい交流会・野外体験活動の交通費
活動に教材費
研修会講師謝礼
施設使用代など

負担金分析シート

153 教育総務課

真庭特別支援教育研究会負担金

事務局経常管理費　（真庭特別支援教育研究会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

真庭地区「ふれあい交流会」・・・地区内の特別支援学級在籍児童生徒　９７名
が一同に会して交流する。
野外体験活動・・・北部地区・南部地区に分かれ、体験活動を実施する。
巡回作品展・・・支援学級在籍児童生徒の作品の交流をする。
研修会・・・支援学級担任を中心にした指導技術向上のための研修会

真庭特別支援教育研究会

①公共的団体



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

70,212円 平成28年度 80,825円

4,000円

0円

74,212円

事業開始年度 交付年数

２．分析

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）固定割＋児童生徒数割

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県学校保健会真庭支部

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 岡山県学校保健会真庭支部の研修会等の事業を推進することを目的とする。

負担金分析シート

154 教育総務課

岡山県学校保健会真庭支部負担金

事務局経常管理費　（岡山県学校保健会真庭支部運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

１　評議員会
　　（１）６月開催　　　（２）前年度事業・決算，今年度の事業・予算
２　真庭小中学校養護部会研修会
　　（１）年間５回程度の講習・講演会
　　（２）小中学校別研修

岡山県学校保健会真庭支部

①公共的団体



３．見直しの状況

費用・効果の評価
学校内での養護に関する教育や指導技術の向上や、情報共有が図れており、効果
がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

35,633円 平成28年度 35,635円

4,000円

0円

39,633円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
児童生徒の美術作品等が各学校を巡回すること、児童生徒の美術に関する関心が
高まり、指導教諭の情報交換の場や指導技術の向上も図れており、効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）固定割＋児童生徒数割

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭図工・美術担当者会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
・真庭新庄地域における、児童生徒の図工・美術に関わる能力の向上と情報交換
を図ることを目的とする。

負担金分析シート

155 教育総務課

真庭図工・美術担当者会

事務局経常管理費　（真庭図工・美術担当者会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
・真庭新庄地域における、児童生徒の図工・美術に関わる能力の向上と情報交換
を図る。
・巡回展の開催

真庭図工・美術担当者会　代表

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

75,029円 平成28年度 72,194円

4,000円

0円

79,029円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
児童が体力向上を図り、また大きな成果を発揮する場（大会）を運営するなど大
きな効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）固定割＋児童生徒数割

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭支部小学校体育連盟総会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
小学校児童の体育向上のための活動や、小学校体育指導者の資質向上に資するこ
とを目的とする。

負担金分析シート

156 教育総務課

真庭支部小学校体育連盟負担金

事務局経常管理費　（真庭支部小学校体育連盟運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
水泳記録会や陸上記録会等の大会実施や、小学校体育に関する調査及び情報、資
料等の交換を実施することに対し負担する。

真庭支部小学校体育連盟会長

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

12,190円 平成28年度 12,191円

4,000円

0円

16,190円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 指導技術の向上や、情報共有の場として効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）固定割＋児童数割

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭科学教育研究会総会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
真庭地区の理科担当教員の連携を密にし、真庭地区の科学教育の向上に努める。
真庭地区の児童を対象に「科学教育研究会」を開催する。

負担金分析シート

157 教育総務課

真庭科学教育研究会負担金

事務局経常管理費　（真庭科学教育研究会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
真庭地区の児童の「科学研究発表会」を開催し、児童の科学に対する興味関心を
深め、科学的な研究態度を育成する。

真庭科学教育研究会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

15,004円 平成28年度 15,004円

4,000円

0円

19,004円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
学校図書司書教諭の教育指導技術の向上や、情報共有が図れており、真庭市内の
学校図書館の質の向上に効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担なし、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）固定割＋児童生徒数割

平成17年度 12年

根拠規程等 真庭支部学校図書館協議会総会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 学校図書館協議会の運営により教育活動の推進を図ることを目的とする。

負担金分析シート

158 教育総務課

真庭支部学校図書館協議会負担金

事務局経常管理費　（真庭支部学校図書館協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

・岡山県学校図書館協議会総会・研修会
・真庭支部学校図書館協議会総会
・真庭支部読書感想文審査会
・岡山県読書感想文審査会
・読書感想文入賞者賞状作成・配布
・読書感想文集注文取りまとめ・配本

真庭支部学校図書館協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

73,000円 平成28年度 73,000円

4,000円

0円

77,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
真庭市出身者の育英会貸与者などがおり、進学の際には大きな支援となってい
る。教育機会の充実に効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）基準財政収入額割41,524円＋1世帯当たりの割31,173円＝72,697円≒73,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県育英会総会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 将来社会に貢献しうる人材を育成することを目的とする。

負担金分析シート

159 教育総務課

岡山県育英会市町村負担金

事務局経常管理費　（岡山県育英会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
将来社会に貢献しうる人材を育成することを目的として、県内の高校生を対象と
する学資の貸与と、大学生を対象とする学生寮の管理運営の２つの事業を行って
いる。

公益財団法人岡山県育英会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

62,000円 平成28年度 20,000円

4,000円

0円

66,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 施設整備に必要な財源対策に関して、支援を受けることができ効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市60,000円、新見市4,000円、美作市4,000円

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）普通会費＋特別会費

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県公立学校施設整備期成会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 施設整備に必要な財源の確保、地方財政措置に寄与することを目的とする。

負担金分析シート

160 教育総務課

岡山県公立学校施設整備期成会負担金

事務局経常管理費　（岡山県公立学校施設整備期成会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要 地方公共団体が実施する公立学校施設整備事業の推進に対し負担している。

岡山県公立学校施設整備期成会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

147,360円 平成28年度 147,360円

4,000円

0円

151,360円

事業開始年度 交付年数

２．分析

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
学校運営等についての研修の機会が保障されており、現在求められている教育課
題に直結する有意義な研修。喫緊の教育課題に対応した学校運営を行うには、研
修は欠かせないせないので大きな効果がある。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）30,700円×24校×0.2=147,360

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県小学校長会総会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的

小学校長として学校経営の充実を図るための研修は年３回（主催：岡山県総合教
育センター）実施されている。しかし、現在、教育を巡る課題は学力向上・生徒
指導上・人事管理上等と非常に大きい。それらの課題に対応するためには、本会
の研修は意義深く重要である。特に今年度より本会に設置された特別研究委員会
では、本県の喫緊の課題である学力向上や生徒指導上の課題を解決することを目
的に、研究・実践を進めている。

負担金分析シート

161 教育総務課

岡山県小学校長会負担金

小学校共通経常管理費　（岡山県小学校長会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

県下の小学校長が緊密な協調を保ちながら、実践に基づく研究・研修を進め、小
学校教育の充実発展に寄与することを目的として以下の研修をおこなう。
①教育課題に関する研究
②学校経営に関する研究
③教育に関する各種研修会・研究会の開催　等

岡山県小学校長会

①公共的団体



３．見直しの状況

見直しの結果、平成27年度に削減を行った。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

388,300円 平成28年度 244,400円

4,000円

0円

392,300円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
教材や授業改善についての研究の場として有意義な会であり、授業公開等大きな
効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
（3,000円×小学校数）＋（300円×学級数）＋（1,000円×会員数）＝交付金
｢会員数｣を翌年度の教職員全員の数で予算を計上している。入会は任意となって
いるために交付実績は予算を下回っている。

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県小学校教育研究会総会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 教育に関する研究・調査を行い、小学校教育の振興に資することを目的とする。

負担金分析シート

162 教育総務課

岡山県小学校教育研究会負担金

小学校共通経常管理費　（岡山県小学校教育研究会）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
本会員相互の緊密な連絡と協調のもとに教育に関する研究・調査を行い、本県小
学校教育の振興に資する。

岡山県小学校教育研究会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

10,000円 平成28年度 10,000円

4,000円

0円

14,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 指導技術の向上や、情報共有の場として効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

　

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）各種団体の基準による。

平成17年度 12年

根拠規程等 各主催者による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 教育に関する研究・調査を行い、小学校教育の振興に資することを目的とする。

負担金分析シート

163 教育総務課

各小学校負担金

小学校共通経常管理費　（各小学校教育振興事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要 教育に関する研究・調査を行い、小学校教育の振興に資する。

各種団体

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

80,500円 平成28年度 81,000円

4,000円

0円

84,500円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
学校運営等についての研修の機会が保障されており、現在求められている教育課
題に直結する有意義な研修です。喫緊の教育課題に対応した学校運営を行うに
は、研修は欠かせないせないので大きな効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
中学校数×10,000円＋普通学級数×500円　（普通学級数は弾力化による学級も含
む）

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県中学校長会総会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的

校長の研修は年に3回、岡山県教育総合センターで実施されている。しかし、教育
を巡る課題は、人事管理、いじめ・暴力行為・不登校などの生徒指導、学力向上
のための取り組みなど多岐にわたり、常に社会情勢を知り研鑽を積む必要があ
る。本会の活動を通して、校長がリーダーシップを発揮できるための指導力の向
上を図り,教職員評価・学校評価を生かし,県民の信託に応える中学校教育の創造
を図ることを目指した研究推進のため。

負担金分析シート

164 教育総務課

岡山県中学校長会負担金

中学校共通経常管理費　（岡山県中学校長会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

教育諸条件に改善及び教職員の処遇改善充実
生きる力を育む学校経営の推進と運営組織の充実
学校が直面している教育課題に即応した調査の研究の充実
以上3点に基づいた課題解決と県民の信頼に応えられる教育実践のための活動と研
修

岡山県中学校長会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

84,000円 平成28年度 74,700円

4,000円

0円

88,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
授業改善についての研究の場として有意義な会であり、研修等での技術向上など
大きな効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
普通会費1,200円×会員数
部会費（校長）800円×人数、部会費（教頭）400円×人数
学校負担金3,000円×学校数、学級負担金300円×学級数

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県中学校教育研究会総会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
会員相互の緊密な連絡と協調のもとに教育に関する研究・調査を行い、本県中学
校教育の振興に資する事を目的とする。

負担金分析シート

165 教育総務課

岡山県中学校教育研究会負担金

中学校共通経常管理費　（岡山県中学校教育研究会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
岡山県内の中学校に勤務する教職員をもって組織し、中学校教育の研究、研修、
機関紙および研究資料の刊行、他の教育関係機関団体との連携、その他本会の目
的達成に必要な事業を行う。

岡山県中学校教育研究会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

60,000円 平成28年度 60,000円

4,000円

0円

64,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 生徒への進路指導の技術向上や情報交換が図れており、大きな効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）中学校数×10,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 美作地区中学校進路指導研究協議会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
美作地区の進路指導の充実と研究を進めるための活動補助と1年生が購入する進路
のてびきの補助を目的とする。

負担金分析シート

166 教育総務課

美作地区中学校進路指導研究協議会負担金

中学校共通経常管理費　（美作地区中学校進路指導研究協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

・美作地区の校長・教頭・進路指導主事が、資料研究部会・指導研究部会・入試
制度研究部会の３つの部会に分かれ研究テーマにそった研究を推進する。
・資料研究部は美作地区の中学校の評価についての研究、指導研究部は進路のて
びき（H25年度板）の作成、入試制度研究部会は今春の入試制度についての分析・
研究と次年度の入試制度について研究、その研究成果を各中学校での進路指導に
生かしている。

美作地区中学校進路指導研究協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

30,000円 平成28年度 30,000円

4,000円

0円

34,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
生徒による文化活動の成果発表や文化活動指導の技術向上、情報交換が図れてお
り、教育効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）中学校数×5,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県中学校文化連盟による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 美作地区中学校の文化活動の振興に資する事を目的とする。

負担金分析シート

167 教育総務課

岡山県中学校文化連盟負担金

中学校共通経常管理費　（岡山県中学校文化連盟運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
美作地区中学校文化部に所属する生徒の日頃の授業や文化活動の成果の一端を披
露するとともに、生徒たちが製作活動を通じて、相互の親睦と文化の共有を目指
すため、交流会を年一回開催する。

岡山県中学校文化連盟美作支部

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

157,000円 平成28年度 157,000円

4,000円

0円

161,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 教育指導に関する技術向上や情報交換が図れており、効果ある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

　

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）各種団体の基準による。

平成17年度 12年

根拠規程等 各主催者よる。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
教育に関する研究・調査を行い、中学校教育の振興に資することを目的とする。
研修や実技指導を受けることで授業改善を行うため負担する。

負担金分析シート

168 教育総務課

各中学校負担金(研修・実技指導）

中学校共通経常管理費　（市中学校振興事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要 教育に関する研究・調査を行い、中学校教育の振興に資する。

各種団体

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

156,000円 平成28年度 156,000円

4,000円

0円

160,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
学校栄養士業務についての衛生管理や指導技術の向上、情報共有が図れており、
効果がある。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
栄養職員数×10,400円（全国学校栄養士協議会会費：6,000円＋県学校栄養士会会
費：4,400円）

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県学校栄養士会総会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的

学校栄養士の資質の向上と職務の充実を図ることを目的として次の事業を行う。
・会員の資質向上のために研修会、講習会等に関すること
・学校給食の充実にともなう調査、研究に関すること
・栄養改善の推進に関すること
・児童・生徒等の食に関する指導に関すること
・その他本会の目的を達成に必要なこと

負担金分析シート

169 教育総務課

岡山県学校栄養士会負担金

学校給食共通経常管理費　（岡山県学校栄養士会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

・理事・支部長会及び研修会（年５回）
・栄養教諭・学校栄養職員研修会（年2回）
・豆料理講習会（全国学校栄養士協議会委託事業）
・親子料理講習会（全国学校栄養士協議会委託事業）「食に関する指導」充実の
ための研修会（年2回）
・研究授業方式による衛生管理研究会
・研究授業方式による食に関する指導研究会

岡山県学校栄養士会

①公共的団体



３．見直しの状況

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

30,000円 平成28年度 30,000円

4,000円

0円

34,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
栄養士業務について、衛生管理や指導技術の向上、情報共有が図れ、美作地域内
の共通する課題や献立作成についても調査研究がされており、効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）栄養職員数×2,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 学校給食法・食育基本法・食育推進基本計画

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
美作地区学校栄養士の資質の向上と、親睦を図り、職務の充実を図ることを目的
とする。

負担金分析シート

170 教育総務課

美作地区学校栄養士協議会負担金

学校給食共通経常管理費　（美作地区学校栄養士協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

・会員の資質向上のための研修会・講習会に関すること・学校給食の振興に寄与
する調査・研究に関すること・栄養改善の推進に関すること・会員相互の連絡に
関すること・その他本会の目的を達成に必要なこと
・役員会（年6回）、研修会（年2回）

美作地区学校栄養士協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

0円 平成28年度 4,000円

0円

0円

0円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 施設整備に必要な財源の確保等、費用効果がある。

見直しの結果、平成28年度をもって廃止した。

同類補助金などの他
市の状況

津山市1,000円、新見市1,000円、美作市1,000円

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応.。

積算根拠（交付金額）基本分担金1,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県学校給食振興期成会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
学校給食施設整備の交付金充実や、給食内容の充実に寄与することを目的とす
る。

負担金分析シート

171 教育総務課

岡山県学校給食振興期成会負担金

学校給食共通経常管理費　

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要 学校給食の普及、振興に関する施策の推進に対し負担する。

岡山県学校給食振興期成会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

21,000円 平成28年度 16,000円

4,000円

0円

25,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
共同調理場による学校給食の実施について、献立内容の充実、作業改善や仕入れ
に関する情報共有が図れており、効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）1施設5,000円＋2施設3,000円＝21,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 岡山県学校給食共同調理場連絡協議会総会による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
学校給食施設整備の交付金充実や、給食内容の充実に寄与することを目的とす
る。

負担金分析シート

172 教育総務課

岡山県学校給食共同調理場連絡協議会負担金

学校給食共通経常管理費　（岡山県学校給食共同調理場連絡協議会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要 学校給食の普及、振興に関する施策の推進に対し、負担する。

岡山県学校給食共同調理場連絡協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

15,000円 平成28年度 4,500円

4,000円

0円

19,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価 市費栄養士の衛生管理や指導技術の向上、情報共有が図れており、効果がある。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

津山市公費負担、新見市公費負担なし、美作市公費負担

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）栄養士数×1,500円

平成24年度 5年

根拠規程等 主催者による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 市費栄養士も県費栄養士と同じ研修を受け資質向上を目的とする。

負担金分析シート

173 教育総務課

学校給食衛生管理研修会負担金

学校給食共通経常管理費　（学校給食衛生管理研修会運営事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
岡山県教育庁が主催する県費栄養士の研修会へ市費栄養士が参加する負担金であ
る。

岡山県教育庁保健体育課

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

1,047,000円 平成28年度 1,243,000円

4,000円

0円

1,051,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 学校給食を提供する義務であるため終期は設定しない。

費用・効果の評価 給食の衛生管理上欠かせないものである。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

義務となっており、全給食施設が行っている。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）各学校で給食単価が異なる。（給食代×約195回×施設数）

平成17年度 12年

根拠規程等 学校給食法、学校給食衛生管理基準

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
食中毒等が発生した場合を考慮し、原因となった食品と物質を特定する手がかり
とするため、給食を保存することを目的とする。

負担金分析シート

174 教育総務課

各小学校負担金(給食施設における衛生検査用食品）

小学校給食共通経常管理費　（給食の衛生検査用食品保管事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
学校給食施設で衛生検査用に保存される食品の負担金である。
食中毒等が発生した場合には原因となった食品と物質を特定する手がかりとなる
ため保健所に提出する必要がある。

各小学校

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

230,000円 平成28年度 230,000円

4,000円

0円

234,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 学校給食を提供する義務であるため終期は設定しない。

費用・効果の評価 給食の衛生管理上欠かせないものである。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

義務となっており、全給食施設が行っている。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）各学校で給食単価が異なる。（給食代×約195回×施設数）

平成17年度 12年

根拠規程等 学校給食法、学校給食衛生管理基準

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
食中毒等が発生した場合を考慮し、原因となった食品と物質を特定する手がかり
とするため、給食を保存することを目的とする。

負担金分析シート

175 教育総務課

各中学校負担金(給食施設における衛生検査用食品）

中学校給食共通経常管理費　（給食の衛生検査用食品保管事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
学校給食施設で衛生検査用に保存される食品の負担金である。
食中毒等が発生した場合には原因となった食品と物質を特定する手がかりとなる
ため保健所に提出する必要がある。

各中学校

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

678,000円 平成28年度 620,500円

4,000円

0円

682,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 学校給食を提供する義務であるため終期は設定しない。

費用・効果の評価 給食の衛生管理上欠かせないものである。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

義務となっており、全給食施設が行っている。

類似他補助制度の有
無

類似する補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）各学校で給食単価が異なる。（給食代×約195回×施設数）

平成17年度 12年

根拠規程等 学校給食法、学校給食衛生管理基準

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
食中毒等が発生した場合を考慮し、原因となった食品と物質を特定する手がかり
とするため、給食を保存することを目的とする。

負担金分析シート

176 教育総務課

各共同調理場負担金

学校給食共同調理場共通経常管理費　（給食の衛生検査用食品保管事業）

⑤法令等義務的補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
学校給食施設で衛生検査用に保存される食品の負担金である。
食中毒等が発生した場合には原因となった食品と物質を特定する手がかりとなる
ため保健所に提出する必要がある。

共同調理場

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

20,000円 平成28年度 20,000円

4,000円

0円

24,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
県下各市町村間の情報交換及び連携による関係の深化・円滑化が進み、費用効果
は上がっている。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

同一基準で各市町村に請求されているため同額。

類似他補助制度の有
無

類似する補助金制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
岡山県社会教育委員連絡協議会：20,000円(1人2,000円×委員数　※10人を超える
場合は10人分）

平成17年度 12年

根拠規程等 協議会総会の議決による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 社会教育の推進を図ることを目的としている。

負担金分析シート

177 生涯学習課

岡山県社会教育委員連絡協議会会費

社会教育総務経常管理費（岡山県社会教育委員連絡協議会運営事業）

①団体運営費補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
社会教育に関し、教育長を経て教育委員会に助言を行うことを任務としているた
め、岡山県下で連携・情報共有を行っていることに対する負担である。

岡山県社会教育委員連絡協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

20,000円 平成28年度 20,000円

4,000円

0円

24,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
県下各市町村間の情報交換及び連携による関係の深化・円滑化が進み、費用効果
は上がっている

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

同一基準で各市町村に請求されているため同額

類似他補助制度の有
無

類似する補助金制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）美作地区社会教育委員連絡協議会：20,000円

平成17年度 12年

根拠規程等 協議会総会の議決による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 社会教育の推進を図ることを目的としている。

負担金分析シート

178 生涯学習課

美作地区社会教育委員連絡協議会負担金

社会教育総務経常管理費（美作地区社会教育委員連絡協議会運営事業）

①団体運営費補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
社会教育に関し、教育長を経て教育委員会に助言を行うことを任務としているた
め、美作地区圏域で連携・情報共有を行っていることに対する負担である。

美作地区社会教育委員連絡協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

40,000円 平成28年度 40,000円

4,000円

0円

44,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定 他市等との連携や事業の推進を図るため有益であり、会の解散までは継続する。

費用・効果の評価
県下各市町村間の情報交換及び連携による関係の深化・円滑化が進み、費用効果
は上がっている

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

同一基準で各市町村に請求されているため同額

類似他補助制度の有
無

類似する補助金制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）社会教育の推進を図ることを目的としている。

平成17年度 12年

根拠規程等 協議会総会の議決による。

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的 社会教育の推進を図ることを目的としている。

負担金分析シート

179 生涯学習課

美作地区社会教育協議会負担金

社会教育総務経常管理費（美作地区社会教育協議会運営事業）

①団体運営費補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要
社会教育に関し、教育長を経て教育委員会に助言を行うことを任務としているた
め、美作地区圏域で連携・情報共有を行っていることに対する負担である。

美作地区社会教育協議会

①公共的団体



１．内容

番号 担当部課

負担金名称

事業名

性質別分類 分野別分類

交付先

交付先の分類

45,000円 平成28年度 45,000円

4,000円

0円

49,000円

事業開始年度 交付年数

２．分析

３．見直しの状況

終期の設定
平成２５年度より、岡山県海洋センター連絡協議会へのＢ＆Ｇ財団からの助成金
が一部の事業を除きなくなった。各海洋センターからの会費がなくなったら運営
ができなくなる。

費用・効果の評価
協議会は、Ｂ＆Ｇスポーツ県大会（水上の部）・情報交換・指導者のレベルアッ
プ研修等を行っており、円滑な施設管理・運営に役立っている。費用効果は大き
い。

今後も事業効果の検証を行いながら継続する。

同類補助金などの他
市の状況

岡山県内に設置された地域海洋センター（２０センター）　一律４５，０００円

類似他補助制度の有
無

類似の補助制度はない。

財源確保の見通し 一般財源による対応。

積算根拠（交付金額）
岡山県海洋センター連絡協議会規約。
（会費　１センター45,000円／年）

平成16年度以前 平成16年度以前～

根拠規程等 岡山県海洋センター連絡協議会規約

交付金額の計算

平成29年度交付予定金額①

交付事務費換算② 交付事務人工数から計算

事務局事務費換算③ 事務局事務人工数から計算

交付金額（事務費込）④

交付目的
海洋センターの青少年の健全育成、住民の健康増進等の場としての活用、またそ
の円滑な管理等を目的とする。

負担金分析シート

180 北房振興局

岡山県海洋センター連絡協議会負担金

保健体育施設等経常管理費（岡山県海洋センター連絡協議会負担金）

①団体運営費補助 ⑥教育文化振興分野

事業の概要

岡山県海洋センター連絡協議会の運営を補助する。
北房Ｂ＆Ｇ海洋センターは県内２０の海洋センターで構成する岡山県海洋セン
ター連絡協議会に所属し、協議会は海洋センターが青少年の健全育成、住民の健
康増進等の場として活用され、また円滑な施設管理等が図れるようスポーツ県大
会、情報交換、研修会等を行っている。

岡山県海洋センター連絡協議会

②事業推進団体


